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　本稿はアジア諸国の賃金政策とその背景について，一1．：L．0。3roblems　of　Wage　Po・
licy　in　Asian　Countries，　Geneva，1956を中心に私見を交えて改編紹述したものであ
るが，わが国の事情については前町で詳述したので，とくに尚低開発地域における最低賃
金政策に重点をおいて整理したものである。
（以下引用は断りなき限り上記のものによる）
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第一章　アジアにおける賃金・所得の一般事情
　アジア諸国の賃金政策（賃金水準や賃金率，最低賃金制）の研究のために，先ずアジア
労働人口の所得乏雇用の状況を概観しておく必要があるが，基本的事情として次の五つに
分けてみよう。　（a）労働人口の職業構造，　（b）賃金所得者の役割，　（c）一人当り所
得水準，　（d）所得分布，　（e）各種賃金所得者グループ間の賃金格差。
第1表アジア諸国の労働人口分布率（％）
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（a）職業構造
　何といっても第一次産業の比
重が圧倒的であり，僅かに日本
が50％以下であり，セイロンが
それに次ぐにすぎない。尚アメ
リカ（1950）及び日本の十年後
の産業構造に徴すればアジア地
域の低開発状況は一見して明ら
かである。
（1・LO．　oP．　cit．，　P．2終りの日本は35．8．3朝日）
　　（b）　賃金所得者の役割
　大多数は自営或は自作（self・employed）で賃金所得者（wage　earners）が少いのが
特徴で，進んでいる日本とブイリッピンでも，サラリーマン（salaried　employees）と
賃金所得者の合計が，全労働人口に対し，それぞれ38％，40％に過ぎない。賃金所得者だけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
をとるとデンマークの53％に対し，ブイリッピンで28％，インド（1931）で36％位である。
　　（注）イギリスで91，アメリカとニユージFランドで82，オFストラリアで77，スェ　デン75，デ
　　　　ンマ門ク72，フランス65，イタリF50％という高さである。
　（1）さらにインドなど56．5百万の賃金所得者中（同年）56％の31、5百万が農業労働者で
あり，フィリッピンでは同じ’く65％（1948），ビルマ，セイロンなどでも農業賃金所得者
の比重は高い。（the　largest　single　class　of　the　rural　working　population，1．LO。，　op．　cit．，
PP．3～4）
　唯東南アジア地域では，農業賃金所得者でも，生活農場（subsistence　farms）とプ
ランテーション稼働者とを分けねばならないが，実際は季節的に両方を兼ねていることも
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あって，はっきりしない。さらにプランテーション自体景気変動に左右されることが大き
い。大体インド，セイロン，ブイリッピンでは生活農業（SUbSiStenCe　agriCUItUre）従
事者が遙かに多く，インドネシア，マラヤ連邦では逆である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
　　（注）インドでは茶，コーヒF，ゴムプランテPション労働者は150万，セイロシでは茶，ゴムに6
　　　2万，イン・ドネシアは茶，砂糖，コーヒーに78方5千，マラヤではゴムに28方8千，ブイリッ
　　　ピンは砂糖に21万7千といわれる。　（1・：L・0・，OP・cit・，　Pr4）
　（2）第二次産業についてみると，インド，中国，とくに日本以外は，動力使用の工場制
工業は極めて幼稚であり，工業人口も，インドがその戦時中のピークの1944年で，260万
位であった。（1947年には230万，1951年に250万人）しかもインドの賃金所得者総数5，65
0万，内非農業関係2，500万（1931）に対比すれば，近代工業労働者の役割は限られている。
日本でも1950年の給料，賃金生活者1，390万人のうち，440万即ち約32％が製造業関係だが
それも手工業や家内工業を含んでいるのである。その他の諸国に至っては，手仕事（han－
dicraft）や家内工業（cottage　industries）従業者が工場　（factory）労働者より遙か
に多い。インドでは（1931年忌ンサス）家内工業610万，大規模工業に150万である。日本
でもひしめいているいわゆる零細生産単位を考えれば思い半ばに過ぎるものがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
　　（注）インドの手仕事には8甑ん’K加s・爆7’α∫’ゴというのがあり，屋内の熱よけ蔽い（fibre　sc－
　　　reens）を作っている。
　さらに各地で商人や仲買人（middle・man）が原料を供給して，出来高給の家内労働を
やらせる仕組が多く，彼等がその製品をさばくのであり，商業資本主義段階を示している。
又インドの手織業については「以前は各織工は独立の労働者であったが，今日では……大
多数の者は〃塀加佃7z　or加7肋碗α4α7とよばれる親方織工（master・weaver）の下
で賃金をもらって働いているし（Government　of　India：R2ρ07’o！伽Fo6ゴ．Fr”漉〃8　Co勿．
砺”ω，Cul．，1942，　p．35；1・L・0・，　op・cit．，　p．7）という報告は興味深い。
　（3）第三次産業の主なのは商業とサービス業であるが，賃金労働上の意味合いは違うも
のがある。即ち商業の大多数は自営であり，サービス業では殆んど賃金労働者なのである。
ここで重要なことは，「大抵のアジア諸国では，殆んどの賃金労働者を含むサービスの性
質は，個人的サービス，　（personal　services）とくに私的な家内サービス（domestic
service）である」（1．L．0．，・p．　cit。，　p．7）ということである。これらは朝鮮では第一位，
セイロン，インド，ブイリッピン，タイでは第二位を占めている。所得格差，と全体的賃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
金水準の低さを思わせる足るものがある。
（注）インドでは（1931），家内サ　ビス労働者が1千百万といわれ，自営や，家内工業を含めた
　工業並びに建設業労働者の1千5百万人に匹敵している。
　　日本（1950）とぐラヤ（1947）でも，個．人サービスを含めた全サ傍ビス業は，非農業関係の
　第二位を占めるQ
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　（c）一人当り所得水準
　第二表にみられる斜なアジア地域の一人当り所得の低さは，世界最小の部類に属するが，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
それは労働人口の平均生産性の低さに依っている。尤も各国の物価なり生活費の在り方を
考慮しなければならないが，生活水準格差は明らかであろう。（しかしアジアにおける日本
　　（注）1950年世界人口の約半分を占めながら，　　　　　　　の水準は図抜けている。）これ
　　　　所得では約一割に過ぎない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を食料と衣料（foodand　fi・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　bre　consumption）について
　第2表アジア諸国と経済発展10力国の1人当り所得
　　　　　　　　　　　　　　　1949年，米ドル換算　　　　みると・1950－51年半アジア
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（1．L．0．，　OP．　cit．，　P．9）
ないが，これは後述する経済成長の問題と関連してくる。
　　（d）所得分布
　物質的な富（welfare）
及極東における一人当り1，95
0カロリーに対し，西欧諸国，
北アメリカ，オセアニアでは
3，000カロリーの摂取となっ
ており，年間一人当り衣料
（綿，毛，レーヨン）消費量
は，1950年の世界平均3．8キ
ログラムに対し，　1．5キログ
ラムである。その他の消費財
やサービスに関しては格差は
さらにひどい。これらを縮め
るには人口増加率以上に，財
貨やサービスを生産する他は
　　　　　　　　　　　に関しては，実質所得や消費状況だけでは不十分であり，所得
の分布をみなければならない。即ち「平均所得は等しくても，所得分布の違いが大きけれ
ば，人口の大部分の物質的富の水準は低くなる」　（1・L・0・，・P・cit・，　PP・10－11）のであり，
又分布のいびつな場合は，低所得層の水準を上げるには，国民生産高の増大のみならず所
得分布を等しくすべきである。（op．　cit．，　p．11）
　多くの国でそのために，税金や貧者の為の公共支出という財政政策によって，富者から
貧者への所得の移動が図られたり，他方国民所得のうち利潤より賃金に赴く部分が増す様
な賃金政策がとられてきた。しかしそれは，資本蓄積や，賃金，雇用などの関連する問題
である。ここではとりあえずアジア地域における農業比重の高さの所得分布にもたらす経
済的影響をみてみよう。
　先ず次の様なプロセスが考えられる。農業人口の不断の増加と，所有細分化の繰返しの
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結果，家族当り所有地積は漸減する。土地よりの所得の低下につれて，農業人口の大部分
は，所得維持の為に他人から土地を賃借する必要が増大する。そこで耕作地の全量に限り
があるとすれば，増加する土地需要は，農業地代を永続的に釣上げ，土地の購入は金持の
貯蓄のための有利なはけ口となる。同時に前者の経済的地位の悪化のために，農家は差迫
った消費需要を充たすのに必要な現金ほしさに，土地を手放すものが多くなつτくる。か
くて土地所有は，耕作者の手からヨリ富裕な者に移ってゆく。そしてその中には，全く地
代所得に依存し，地主（1andlords）としてのはっきりした社会階級を形づくる者もでて
くるのである。　（1．レ．0．，op．　cit．，　p．12）
　次に人口増加による貧困の増大のため，借金（distress－b6rrowing）に苦・しむ農業人
口はさらに拡大し・この現金への絶対的な需要は・利子率を押し上げて高利貸．（usury・
money　lenders）を生じる。　（op．　cit・）
　かくて全農業所得の多くは，僅かな地主や金貸し階級に握られるに至る。このことはア
ジアにおける農業人口の増加分が農業賃金所得者に没落したことを明らかにするであろう。
（注）
　　（注）・1ンドでは（1920年代）Provincial　Indiaの人口の六割で，生産された富の三割を稼ぐにす
　　　ぎず，このことはその六割とい5大多数は，正確には一人当り平均国民所得の半分の所得しか
　　　ないことをいみする。　（K・T・Shah　and　K：・J・Khambatta，〃εα’訪σπ4　Tακαゐ1θC砂8・
　　　‘〃yo／1姻磁，1924，　quoted　by　I，L．0．，　oP．　cit．，　P．13）
　第三表によれば，高所得者の10％で，セイロンでは全所得の33．3％，日本で27．6％を占
め，フイ’リッピンでは上位10，6％で32％を占めている。逆に下位の10％の全所得に占める
率は，セイロンで1．5％，日本で2．9％という僅少さであり，フィリッピンでは下位39．4％
で，同じく14．9％を占めるにすぎない（下位40％とすれば，セイロンで15．2％，日本で19
。2％と同様に低い。）これらの不均等な分布は，所得の再分配に参考になるぶ，たとえば賃
金と利潤の関係においては，産業二又同一産業でも企業毎に違らている。又低賃金は同様
に低い利潤と共にあることもあるし，賃金は低くても利潤は極めて高いこともφる　（わが
国の最近の経済成長下において，生産性成果の帰すうが，物価は上ることはあっても下らず，
（賃金）分配率は生産性向上率を下廻っている場合，当然高利潤一高蓄積→高度投資とな
っている）この関係をアジア諸国で確めるデータはないが，唯インドでは「全州労働調査
委員会」（United　Pr・vinces　Labour　Enquiry　Committee）が，州の最低賃金や，労働者毎
に特別な最賃率を勧告している。とくに綿織物，洋品二二，砂糖，革，油，機械，電気
品，ガラスの九業種を精査した結果，r殆んどの産業は，最低賃金，価格手当（dearness
allowance）ボーナス（割増）に関し，われわれの申出によって課された。追加的な負担
に堪えねばならない……』　（First　Rep・rt　by　d・。，1948，1．L．0．，・P．　cit．，　P．16）という結論
に達しているのは注目される。
（e）各種賃金所得者グループ間の賃金格差　　　その国の実質賃金の一般水準は，国の生産
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第3表　セイロン，日本，フイリッピン
　　　　における所得分布（％）
所　得　階層
セイロンq950．12）
（月当り，ルピー）
　0－　26
26－　36
36－　46
46－　57
57－　69
69－　83
83－103
103－138
138－198
　198以上
日本（194・9）
　（年間，千円）
　　0－　42
　　42－　55
　　55－　69
　　69－　81
　　81－　94
　　94－112
　112－134
　134－165
　165－218
　　218以上
ブイリピン（1948）
　（年間，ペソ）
　　0－　600
　600－1，080
1，080－1，800
「，800－3，600
3，600－6，000
　6，000以上
所得者比率
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；1
給
；8；
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80
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10
10
10
10
10
10
10
10
10
10
39．4
32．7
17．3
9．0
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0．4
10
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70
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100
39．4
72．1
89．4
98．4
99．6
100．0
全所得比率
単純1累力・
1．5
3．6
4．7
5．4
6．2
了．6
9．4
12．4
15．9
33．3
2．9
4．3
5．6
6．4
7．4
8．4
10．1
12．0
15．3
27．6
　1．5
　5．1
　9．8
15．2
21．4
29．0
38．4
50．8
66。7
100．0
　2．9
　了．2
12．8』
19．2
26．6
35．0
45．1
57．1
72．4
100．0
14．9　　　14・．9
27，5　　　　42．4
25．6　　　　68．0
22．2　　「　90．2
5．7　　95．9
4．1　　100．0
能力によって規定はされるが，
一人当りの生産高や所得が指標
になる。アジアではその何れも
低いが，先にも触れた様に，大
多数の労働者の所得は，一人当
り平均値より低く，その生活水
準も，一人当り衣食の平均消費
量より少い点は注意を要する。
　ところで現在アジア諸国の各
種所傳を適確に比較する資料は
ないが，「一般的に考えられて
いることは，都市の工業労働者
の貨幣賃金水準は村落のより高
く，工場の賃金水準は手仕事よ
’り高いし，プランテーションで
』の賃金水準は，耕作者から払わ
れるものより高いということで
ある。」（1．L．0．，　OP．　cit．，　P．16）
　　r換言すれば，貨幣所得は，
町から村へ，近代工場制度から
伝統的手仕事へと移るにつれて，
低落する傾向にある』（Agricu・
ltural　Wages・and　Incomes　of
Primary　Producers，　Report　IV，
1・L・0・，　1950，　P。58；　1．L．0．，　oP．
cit．，　p．16）といえよう。次にこ
れを産業別にみてみよう。
（1．L．0．，　OP．　cit．，　P．14）
　　α）農業と工業賃金
　右の傾向は第四表でもとくに顕著であって～インドの農業賃金の低水準を物語って余り
ある。最低給の工業の約半分の村落が四つもみられる。唯年収の差は年間稼働日数（num・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
ber　of　man－days）の差によることもあって，「アジア諸国では，ミ工業ミ（“industry”）
という言葉は，多少近代的な大工場と，極めて原始的な装備で運転されている小企業との
混合物をいみし，これらの両者の賃金は実質的には大いに異ることが多いということも注
意を要する」　（1．L．o．，　oP．　cit．，　P．17，　Note　1）のである。例えば1953年のインドネシアの
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第4表インド七州の農業労働者の平均年所得，1949
（State）　　少卜1
Assam
Bihar
Madhya
　Pradesh
Madras
Orissa
Uttar　Pradesh
West　BengaI
農　　業　　労　　働　　者
村 隊族当り騨青
Magupara
Dorwan
Khapri
Vandalur
K：huntuni
Khalispur
Brindabanpur
477．1
444．4
　312。8
322．5
｛lll：1｝
｛lll；1｝
｛翻：1｝
339。0
261．6
186．2
165．5
152．1
280．4
364．5
工場労働者
虹剰響撃
951．1
9462
841．9
726．6
527．0
284．3
335．9
325．4
3了3．8
151．7
993。01@　652．5
839．0 676．1
（1．L．0．，　OP．　cit．，　P．1’r）
煙草工場（cigarette　factories）では，一日の賃金が10rupiahsであったが，労働組合
の力が殆んどない小規模煙草工場（smaIl　cigarette　works）では3rupiahs以下のこと
も多かったのである。　（・p．cit．）
　　（注）このことは大体，セ・fロン，マラヤ，フ・fリピン，タ・fにもあ●（はまる。日本では（1949）
　　　製造業の一日当り賃金は，農業労働者の男子よりは高かったが，女子よりは低かった』
　　　（農一男236円，女185円　工一男374円，女165円）
　さて工業の平均賃金の中には，熟練工の高賃金も含まれるので，ヨリ重要な賃金比較は，
農業労働者と未熟練な非農業労働との間でなされねばならない。（6p．　cit．，　pp．18－21）
　セイロンでは，荷物運搬という：最低職種は1951年に一日当り1．75ルピーから2ルピー位
の間であったが，これはプランテーション労働者に匹敵するものであった。フィリピンで
は（1950）未熟練の工業労働者の一日の平均賃金は1．87ペソで，農業労働者の1．70ペソに
匹敵している。しかし後者は一日に二回食事（free　meals）が与えられるので，実質的に
は高くなるかもしれない。戦前のビルマでは，未規制の工場（unregulated　factories）や
未組織の工業（unorganized　industries）における未熟練工の月当り実質賃金は，農業
労働者より低かった（尤も組織の整ったところで1ま高い。）インドでも戦前，工場の手作業
に従事している最低職種の労働者の賃金は，実質的には農業労働者より高かった。その程
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
度も地域格差があることは勿論である。　（例えば1944年のUnited　Provincesのクーリ
ーが16－20ルピーであったが，当時農耕労働は北西部で15－20ルピー，中央部で8－10ル
ピー，東部では3－6ルピーに過ぎなかった）。
　　（注）平均月当り賃金1937－39（ルピー）第5表
　ここで農i工賃金格差について次の三つのことがいえよう。（1．L．0．，・P．　cit．，PP・20－21）
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第5表
州
Bomboy
Pnnjab
Bengal
Bihar　and　Orissa
Central　Proinces
United　Provinces
Madras
末熟練工場
労　働　者
17－20
9－12
9－12
7－10
6－9
8－12
7－10
農業労働者
7－9
6－8
5－8
4－7
4－6
5－7
4－6
（1．L．0．，op。　cit．，p．20）
　第一，賃金格差だけでは年間の実質収
入格差の指標とはなりえないこと。つま
．り農業労働者の実質年収（率）は，その
月当り或いは一日当りの賃金（率）より
も低いが，それは大多数の工業労働者の
経験しない季節的失業があるからであ
る。他方では生活費は町や市に於て田舎
より高いのが普通であり，ある工業地域
では，住居条件は農業労働者より悪いの
である。従って工業労働者の年間貨幣所
得が農業労働者より高い場合でも，生活
水準の差はこれらの要因から縮小することもあるのである。
　第二，工業賃金は，工業労働者が依然として農業と密接に関係している処では，最も低
いごインドでは精米所，綿の種取り，圧搾工場などの季節的工場や，炭鉱などのとくに低
い賃金に表われている。これらの労働者の大半は農耕者で，農閑期に補助収入をえようと
して，工場や鉱山に出稼ぎに行くのである。
　第三，インフレーション時には工業労働賃金は，交渉力の弱さから，本質的に良い支払
を保障されている（価格支持）農業より下り勝ちである。1940年の支那では，生活費は急
騰し，　（Kunmingの）熟練工もr未熟練な農…業労働者程の稼ぎはなく，未熟練工の地位
は決定的に劣っていた』（Kuo迂｛eng　Shih：China　Enters　the　Machine　Age，1944，　p．了6，　in
I・L・0・，OP．　cit．，p．21）といわれる。
（ロ）プランテーションと農揚賃金
　栽培場の方がそれ以外の所よりよいのはセイロン，マラヤともいわれる。たとえばセイ
ロン（1951）で，非栽培地で月当り40ルピー即ち日収1．35ルピー（casual　farm　labourer）
に対し，プランテニションでは2ルピーであった。しかしプランテーションの生産性の方
が耕作農業（peasant　agriculture）より高いからといって，賃金も高いとは限らない。
例えば1947年の南インド地方での茶，コーヒー，ゴム栽培の一日当り賃金は，地域手当
（district　allowance），穀物手当（grain　compensation　allowances）を入れても，
囲りの農場分より低かったのである。又データはないが，両種類の生産物の価格と賃金の
変動関係をみることも有意義であろう。
の　手仕事（handicraft）と工場賃金
　アジアにおける手仕事や家内工業（cottage　industries）の賃金事情については資料は
極めて乏しいが，大体技能（craftmanship）や当該産業の稼働状況によるであろう。イ
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ンドの手織工業（handloom　industry）賃金は1930年代に大巾に低落し，1941年には
肋7肋碗αs・（手織工場の賃金労働者）が繁忙期で月当り10ルピーであり，それ以下の地
方もあった。しかも同年の織物工場での年収は314ルピー即月収20ルピーになることもあ
ったといわれる。（・P．cit．，P．23）これによると々α7々加％αεの織工は，近代織物工場の
半分以下ということになり，さらに彼等は時に3，4ヵ月も続く季節的失業によって，そ
の地位は愈々悪かったのである。戦時中の実態調査委員会（fact・finding　committee）
は，手織工の大多数は伝習的な熟練をもっているに拘わらず，未熟練工並に過ぎぬと報告
している。　（op．　cit．）
　戦前のインドネシアでは，肋勧1S（特別な階級の仲買入で，原料と共に家内労働者
（homeworkers）を供給し，彼等に賃金を支払い，製品を売り捌く）によって支配され
ている家内工業（∂嬬％1・00窺70〃θ46κ’67ヵ短Sθε0700’如86伽4％S渉7∫θε）の賃金
は，とくに低かった。Centrals（co－operatives）や1930年代新設の工業での賃金は，時
間当り0．30－0，10フローソンであったが，バクール管理の企業では，やっとこれらの半分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　■　　●　　o
位であった。
　　（r）未熟練及び熟練賃金
　アジア諸国では未熟練労働が豊富で，熟練労働は極めて少いので，両者間の賃金格差は，
先進国より大きいと一般には考えられている。しかし①アジア諸国における賃金統計の
不備，②データがあっても当該職業の職務内容（job　content　of　the　bccupations）が
明らかでない，③職業規定が明確でも，「賃金」（“Wages”）とか「所得」（“earnings”）
という言葉で表わされる報酬の要素がはっきりしない，④同一産業内の熟練による賃金格
　　　第6表　アジアの選別国と高度開発国の三業種における未熟練・熟練賃金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1953年10月）
国 家
台　　　　　　　　　湾
香　　　　　　’　　港
イ　　ン　ド（ボンベイ）
インドネシア（ジャカルタ）
東パキスタン（ダツ　カ）
アメリカ（ニユーヨFク）
カ　ナ　ダ
イギリス（マンチェスタド）
ド　イ　　ツ（連邦共和国）
通　　貨
睡設業
末熟練
労働者
（A）
電　気
取付工
（B）
B
一π
（％）
織　物　業
Yuan
HK：＄
Rs
Rupiahs
Rs
＄
＄
Shillings
Marks
2．50
0．38
5．50
0。22
2．45
1．18
3。08
1。30
4．00
0．75
15．00
0。44
3．30
1．96
3．58
　　　宋熟練織
労働者
（C）
197
273
200
135
166
116
16011・63
　1
0．38
0。44
5．00
0．19
　工
（D）
1・801138
1．79
0。50
0．53
8．50
0．28
1．20
一1
1・・3i1．21
D
τ
（％）
機械製造業
末熟練
労偉堵
（E）
110　1．94
132　0．43
120　　－
170　5．50
147『一
一　1．47
－　1．13
－　2．69
117　1．18
型『÷
（F）1（％）
2。97
0．83
17．50
1．72
3．50
1。80
153
193
318
152
130
156
（1．1・．o，　op．cit．，P・25）
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差でも，地域によって異り，産業間になるとさらにひどいなどの理由で，先進国との比較
はむつかしい。しかし第六表によって，熟練格差の大体はわかる。業種別では建設，機械
繊維の順で，国別ではインドネシアが三業種に亘って格差大きく，概してアジア諸国の方
が大きくなっている。しかしこれらの格差にも次の様な事情を内包していることに注意し
なくてはならない。　（op．　cit．，pp。25－26）
　④　多くの手仕事賃金の下落につれて，熟練工賃金が未熟練工並に下ったこと。　（既述
インドの手織工はその最たるものである）
　＠近代工業熟練についても，その賃金の決定について，職務評価（lob　evaluation）
という科学的方法に基くととは殆んどない。実際の賃金段階は多くの変則を含んでおり，
熟練要件（skill　requirements）の差異を十分に反映していない。
　⑳　団体交渉や，アジアにおける効果的な賃金決定機構の不適当なために，熟練に応じ
て賃金を獲得することがむつかしいこと。
　㊥　ある型の工業熟練の供給は現在少いということだけでは，常時の需要に対して必ず
しも供給不足とはいえない。引継いて需要が少く，賃金も安い場合もあろう。工業化のテ
ンポが早い場合に限って，熟練労働の不足は増大し，ヨリ明らかに賃金格差に反映するこ
と。これは日本の現状にもあてはまると共に，尚そこでは未熟練労働賃金が新卒の初任給
の上昇という形で，格差を縮めている事情は，前稿に触れた通りである。
第二章　アジアにおける賃金政策と基調
　　　　一　賃金政策の基礎i事情と目的
　前章にみたアジア諸国の賃金，雇用，諸格差の実情から，賃金政策の基調を見出す場合，
次の様な性格を見極めておかねばならない。（1．L．0．，・p．　cit．，pp．26－27）
　（1）アジア諸国の労働人口の生活水準を上げようとする賃金政策の程度も，彼等の一人
当りの少い生産高や所得に表わされる様な，生産力の低さによって，基本的に制限される
こと。
　（2）平均所得水準以下の労働者達には，所得分布の不均等をなくする賃金政策などの手
段で，生活水準の改善もできるかもしれない。しかしアジア諸国では，平均所得以下の労
働人口の大部分は自営であり，経済的に進歩した国においてよりも，賃金労働者の割合は
かなり少いことは重要な点である。だから賃金政策の利益に与るものは労働人口のうち比
較的小部分に過ぎない。大多数にとっては，有効に所得を再分配するには，財政政策や農
業改革などの他の形の社会政策を必要とするであろうということ。換言すれば労働賃金が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り
純粋に経済法則の中で形成される前に，社会政策と共存しなければならぬということで，
これは後述する様な最低賃金制の必要性を，直ちに想起させるであろう。
　（3）大抵の国で，賃金労働者の大半は農業一プランテーションや小所有地一で働き，
第二次産業ではかなりの者が手仕事や家内工業に従事し，近代的工場工業に勤めるものは
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極めて少い，第三次産業の最大グループは個人的サービスで，とくに家庭サービス関係が
多い。
　（4）相対的な賃金については，資料の関係ではっきりしたことはいえないが，①重んど
すべてのアジア諸国では，農業賃金は最低であり，平均工業賃金以下である。しかも彼等
は年収にしてみると，長；期の季節的失業のために，月当り乃至一日当りよりも少いのであ
る。②プランテーションと農揚間の賃金関係は，国により又地方によって違っていて，前
者の高い所とそうでない所がある。③手仕事と家内工業の賃金統計は僅少だが，戦前資料
によれば，衰退産業か，仲買人から搾取されている産業の賃金は，工業労働者の平均収入
に比して極めて低い。④大ぎっぱに比較しても，熟練工と未熟練工との間の賃金格差は，
先進国より大きいことが分る。未熟練工業労働者は最低給のもので，その生活水準はみじ
めであり，農業労働者の場合と同様に，多くの者が最低の生活資料のために，絶えず借金
をしている。⑤個人的サービス賃金の資料がないので，賃金労働者として重要なこのグル
トー vの所得上の地位については明らかでない。
二　賃金政策の主要目標
　アジア諸国における上の様な賃金事情の特性をふまえながら，それではどの様に政策を
整えてゆくべきかがこれからの問題となるが，それについて1：LOの報告書にいう「賃金
政策」とは，社会政策や経済政策の特別な目的を達成するために，賃金水準か賃金構造か，
又はその両方に作用する立法や政府の活動に関係するとされる。（1．L．0．，・p．　cit。，p．39）
これによればいわゆる経営内的な賃金管理政策と違うて，経済政策として，又低開発国的
な社会政策を伴った賃金のマクロ的問題対策として，国家的レベルでの接近ということが
わかる。従って賃金政策を実現していく賃金決定の方策は，法令による賃金規制，団体交
渉，幽 ｲ停（concili裂tion）や仲裁（arbitration）手続による賃率の決定という様なもの
になる。
　さて他方賃金政策は二つの目標をもつ。
　第一の社会的目標は，①例外的な低賃金の排除，②「公正」労働標準の確立及び　③価
格騰貴の影響から賃金労働者を守ることである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（註）
　第二の目標は，全体としての社会の経済的福祉を増進することにある。即ち国家の競争
力をっけ，労働力を最も必要な産業や地域に配置し，消費財に対する全有効需要を増し，
労働者を奨励して彼等の生産活動を向上させることである。又アジア諸国にあって，賃金
政棄の最も明白な一般的経済目的は，加速度的な経済発展に資する賃金の水準と構造を確
立することであろう。（op．　cit．）
　　（注）「社会政策」は勿論賃金労働者のためだけでなく，ヨリー般的には経済的弱者全部を包含す
　　　る。しかし賃金政策が社会（政策）的目的に関連する範囲は，根元的に賃金労働者の利害であ
　　　る。　（1．L．0．，oP．　cit．，P．39，：Note　1）
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　そこでこれまでのアジア諸国の賃金政策としての法令による最低賃金の設定，不当な賃
金支払の廃止，賃金紛争上の調停と仲裁の便宜についての規定のうち，はじめの二つは主
として社会政策目的を達成するものであり，調停と仲裁も公正平等な賃金を樹立するもの
ではあるが，それらはさらに社会不安の減少に役立ち，それによって生産における経済的
の行詰りを回避するのを助けるのである。この様に本来は賃金政策の社会的側面と経済的
側面は相関的なものである。たとえば法的最賃規定による賃金の上昇は，正常では関連産
業の生産と雇用に影響するであろうし，生産コストを競争的レベルに保とうとする計算手
段は，労働組合の願望を破壊するであろう。そして両目標が争う場合には何れかの選択が
なされねばならぬ。その最も重要な場合は，労倒者の生活標準を直接的に改善しようとす
る社会政策目標と，長期的な経済発展の基礎となる資本形成の必要という経済政策目標と
がかち合うときである。　（・P．cit。，P．40）これは換言すれば生産性成果配分として，付加
価値配分の問題に集約されるというべく，その限り，経営成果配分として経営政策の中核
問題となり，その際インタレストグループとしての社会政策主体（政府，労働組合，経営
者）や経済政策主体（政府，経営者）の発言権や浸透力がどの様に，どの程度働くかとい
うことで，いわば歴史的・社会的・経済的に選択が行われるといえよう。
　以上のアジア諸国における賃金政策の基調は徐々に明らかにされ，1953年東京での「ア
ジア：地域会議」で総括されているが，それまでの過程をかんたんに振返えると，先ず1947
年ニューデリーでの「アジア地域予備会議」（the　preparatory　Asian　Regional　Cρ・
nference）で，各職業や産業における賃金水準の改善のために，賃金政策と家族予算の
研究と，さらに各国各地域で同一条件の産業や職業の賃金の標準化が問題とされ，同時に
賃金調整には団体協約（collective　agreements）が最善の策だが，使用者側そしてそれ
以上に労働者側の団結の不十分なアジアでは，政府のイニシアテイヴが勿論団体交渉と賃
金委員会（wage　boards）の育成を通じてとくに要望されたのである。（1．L．0．，op．　cit．，
Preface，　P．3）
　さらに1950年ILOの「アジア勧告委員会」　（Asian　Advisory　Committee）は，生
産性の向上こそ最高の課題と考え，生産性向上と経済発展に裏づけられた最低賃金によっ
て，生活水準の向上と，労働への公正なる分配が保障されるとし，賃率の決定については
企業の支払能力が重視されたのである。かくて最低賃金立法やそのための機関設置を勧告
し，生産性向上と共に1：LOの技術的援助を約束している。（・P．　cit．，PP．3－4）
　続いて1953年9月24日東京における1：LOの「アジア地域会議」　（Asian　RegionaI
Cgnference）で満場一致採択さ君たという「賃金に関する決議」では，生活水準の改善
のために，賃金規制と経済発展に関し，
　（a）経済の許す限り最高の賃金水準を樹立し，労働者が経済発展の成果に与えること
は，政府・労・使の共通目的である。
　（b）この目的にそって賃金の決定と調整のためには，労使間の団体協約（collectiv6
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agreements）が最善の策である。そのためには労使の団体が，できるなら産業別，地域
別或いは両方の地盤で団体交渉　（collective　negociation）できる様組織化が必要であ
る。
　　（c）団体交渉が発展しないか存在しない場合には，その第一歩として，各国の各職業
について賃金規制のため法的手段が差当り必要である。
　　（d）最低賃金（minimum　wage　or　wages）を規定する法的措置による賃金の決定
と調整は，三者構成たるべく，さらに賃金は必要に応じて再検討を要する。
　　（e）労使同数の代表者により，独立的な議長は三者間か政府によって任命さるべきで
ある。
　　（f）この機関できまった賃金は法的拘束力をもち罰則規定をもつべきである。
　　（9）上のため権力，責任をもつ当局（authority）が設けらるべきである。
　（h）この当局の仕事は関係者に分かり易い簡単な賃金規定を作ることであるが，スタ
フの資格，訓練，給与は十分置なければならない。
　（i）法的賃金決定制度の運用と，団体交渉制の育成と共に，究極的には賃金規制と経
済発展要件との関係を考え，政府・労・使の間で調整，協力がなされねばならぬ。
　．という九項目が求められたのである。（1・L・0・，・P・cit・，ApPendix，　PP・135－136，但し川
崎摘要）
　以上の問題にみられる賃金政策の主目的を本稿では次の様に換言し具体化して検討しょ
う。
　（1）賃金支払における悪習（malpractices）と悪用（a比ses）の排除（本稿第二章で扱う）
　（2）未組織か組織の能率が悪いために交渉力の弱い労働者のために，最低賃金を設定す
ること。同時に労働組合と団体交渉を育成する手段を講じること。（本稿第二章及び第三章で
扱う）
　（3）労働者のために経済発展の成果の正当な分配を確保すること。その補助策として労
働者の消費支出を，インフレ圧力を最小にするため，利用可能な供給に合わせる様適当な
手段を講じること。（本稿第三章にて扱う）
　（4）賃金の刺激作用を通じて一とくに賃金格差と，適当ならば業績払制によって一
人力のヨリ能率的な配置と利用をもたらすこと。（同上）
三　賃金政策の展開
　　e　不当な賃金支払の排除
　アジアの賃金労働者の劣弱な地位の原因でもあり，結果でもある一つのことは，不当な
賃金支払があるということである。即ち①募集人（reCrUiting　agentS）や下請負人（SUb－
COntraCtOrS）による不当に高い徴集（eXaCtiOnS）②不規則且つ長間隔な賃金の支払と，
それによる労働者の繋縛（indebtedness），③労働者の収入からの恣意的且っ不当な控
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除，．④賃金の現物支払（payment　of　wages　in　kind）などがそれである。
　これらのものの背後にはアジア諸国の特殊な労働市場と，慣習のもつ自然さと便宜があ
る。・たとえば（1）仲介入　（middlemen）による募集制度は，フ。ランテーションや鉱業の様
な移動労働にとって重要な役割を果しており，この様にしてインド，中国，ジャワの労働
者は，長い間多くの東南ア諸国で働いてきたのである。間接的な労働募集を続かせるもう
一つの要因は，労働者の多くが，賃金労働を単なる補助的な所得源と考えていることであ
る。他方仲介人は募集に当っては勤め先の労働条件を美化して説得したり，仲介に当って
高額の手数料を求め，食料やその他労働者の必需品を売りつけて平気で暴利をむさぼった
りすることもあるし，或は募集人担当の一組当りで賃金が支払われて分配される時には，
その一部を天引きしたのである。しかし最近ではこの種の不当な賃金支払を除くため若干
の国々は努力をしている。
　（2）現物支給（payment　in　kind）はアジアのある国々では未だ行われている。とくに
農業など唯食うための耕作（simple　subsistence　farming）に過ぎないからである。近
代的産業（プランテーション，運送，製造）や伝統的手仕事部門では現物支給の程度は少
い。
　長所からすれば，労働者の賃金のヅ部を現物支給することは必ずしも悪いことではない。
労働者が遠隔：地から募集され，業主の家か近くに住む場合，食事と住居の準備は欠くこと
ができないし，さらに価格騰貴の場合，現物支給（たとえば米の支給arice　allowance）
は，労働者の所得保護の有効な手段でもある。
　しかしこの様な賃金支払制度の利益には限界がある。即ち労働者に支払われるのが使用
者の生産物だけで，それを売らねばならぬ時には最も不利である。又支払いが労働者の使
用できる品物でなされる場合でも，もし使用者が自由に支給品の価値をきめて，労働者の
名目収入から相当分を控除することができるなら悪用される恐れもある。さらに労働者へ
の支払が全部現物の場合，彼は負債を弁済して行くことができず，やむなく使用者（兼債
権者となることが多い）の許に留らさ“るをえず，この状態は奴隷（bondage）とあまり変
らない。
　（3）賃金を長期且つ不規則な間隔をおいて支払う影響も亦重大である。即ちもしも労働
者が所得を十分に短い間隔で貰わないとすれば，支払口から次の支払日までの間生きんが
ために借金をする様になったり，又しなければならなくなるし，或は又現職を放棄して他
に勤めを求める自由を制限されることにもなる。このことから使用者が自分の労働者を不
当に留めておくために賃金の支払を故意に延ばすこともあるのである。他の場合には，．と
くに小規模な賃金労働者を雇っている上着の手仕事工場では，賃金支払は，現金の慢性的
不足のために，生産物の販売に依存するという事情もある。
　（4）アジア諸国における賃金保護については，労働者の負債（indebtedness）はとく
に重要である。時には既述の様に，労働者や，又その家族さえもその仕事に結びつける便
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宜手段と考える入によって，労働者間の負債は慎重に促進されている。そしてひとたび借
金をするや否や，私的な金貸によって課される法外な利子率によって，益々深みにはまり，
遂には個人的自由を冒されるに至るのである。この過程に対処しうる一つの途は，労働者
に当座の必要を十分に賄えるだけ残せる様に，負債返済用に賃金から法的に控除しうる額
を制限するこ、とにある。同様な保護は，使用者が，仕事の仕方が悪いとか怠けたとかのた
めか規則を破ったことに対する罰金として，又使用者の財産に与えた損害賠償として，或
いは使用者の経営する店で生じた借金の引去りのために，労働者の収入から控除する額を
制限することである。
　以上の様な不当な賃金支払に対する賃金政策の広義の目的は，労働者が稼いだものを実
際に受取るのを確保することである。そのためには臨床対策もだが根本的に廃除すること
が必要であろう。
口　最低賃金政策の基調
　大抵のアジア諸国では，賃金労働者の大多数は労働市場で極めて弱い立場にある。その
第一のそして最も重要な原因は，土地の過剰人口が大きく且つ急速に殖えて多数の未熟練
労働者を供給していることである。このことが又労働生産性の低水準の一つの要因ともな
るのである。
　これに対して雇用の機会は徐々にしか増さず，その結果就職の競争は激化して賃金を低
くおしとどめている。さらに比較的近年に発展した労働組合も，未だ農業や手仕事労働者
の大集団を有効に支持する程ではない。例えばインドで土地をもたぬ農業労働者とその家
族とは，フランスとイギリス人口を合わせた位なのに，農業労組の数は僅かに5千に過ぎ
ない。又無知と文盲が，その地位の弱さに加わることもある。
　この様な劣弱なアジア諸国の労働状態に対して，最低賃金規制が主目的とされてきたの
である。そして1950年12月のILOアジア諮問委員会は，アジアにおいて経済成長と共に
妥当な生活水準を確保する最低賃金制（minimum　wage　structure）が即座に必要なこ
とを認めた。さらに同年のアジア地域会議ではこれを農業に適用することをも勧告し，19
53年東京における同会議では，　r各国の経済的条件の許す最：高の水準に賃金を確立するこ
と……』（肋伽s〃y伽4L伽螺，　XI／1，1950，1．L．0．，・p．　cit．，p．44）を考慮したが，本質
的にはそれに続く団体交渉の重要性の指摘が重要である。即ち「団体交渉が効力をもって
いないとか，それが存在しない国では，団体協議制度の発展の予備行為としてr職業賃金
　　　　　　　　　　　　　　　　（註1）
を規制する法的手段をすぐに導入する差迫った必要がある」（・p．’cit．）のであって，この
様にして制定さるべき最低賃金制それ自体の必要性と共に，その果すべき役割，即ち一つ
の制度のもつ歴史的な性格をも認識しておかねばならない目標は経済成長に伴う成果の公
正な配分にある。そしてそのための終局的な手段は団体協議，交渉（collective　negoci・
ation；bargaining）であって，何時までも政府や使用者のイニ・シアティヴに侯つもので
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あってはならない。わが国の最賃制における業者間協定への批判の高まり，或いは第11条
方式の登場などは，時代の進展のいみするものを明らかにするものであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注2）
　　（注1）アジア諸国の多くの労働者は個人契約（individuaL　agreements）によっており，法的
　　　　規制を受け，団体協約（collective　agreements）によるものは極めて少い。（1．L．0・，oP・
　　　　cit．，　P．了2）
　　（注2）日本の最低賃金法について少しみておこう。それは34年7月に施行されて3年目を迎え，
　　　　相当な発展を示している。即ち36年6月末現在で適用企業数4万9千，適用労働者数約83万人。
　　　　7月20日の全繊化繊部会と繊維産業労連に「11条方式」が適用されて，7月末現在約百万人に
　　　　適用されることになった。
　　　　　ところで最賃の決定には「業者問協定」による「第9条方式」によるものが圧倒的で，419
　　　　件（製造業384件，サービス業17件，鉱業7件，建設業，卸・小売業各4件，その他3件）に
　　　　達し，次が「その地域の大部分の使用者と労働者に最低賃金制が適用されるようになった場合，
　　　　残りの使用者，労働者にこれを拡張して適用する」「第10条方式」によるもので，22件（繊維
　　　　工業，印刷・出版業各5件，食料品製造業3件，紙・パルプ2件），最後に前述の「11条方式」
　　　　即ち「労働協約にもとづいて，その地域の大部分の使用者と労働者が最低賃金制の適用を受け
　　　　るようになった場合，その地域の残りの使用者，労働者にもこれを拡張して適用するようにす
　　　　る」ものがあり，今回の中央最低賃金審議会の答申（7月21日）によって，1号，2号が生れ、
　　　　たわけである。その結果全繊（東洋レーヨンなど28社，7万3千人）250円，繊維労連，片倉
　　　　製紙など28社（8千5百人）220円となっているが，これにより餐労組を刺激したことは斯し
　　　　い段階を画したものといわねばならない。
　　　　　これについて中央最賃審議会の支配的意見は，
　　　　1．初任給問題はわが国の多くの企業が年功序列型賃金体系をとっている実情から，初任給は
　　　　最低賃金と認められる。このため申請日額は最低賃金とみなされる。
　　　2．大部分の労働者の範囲の問題については，全繊同盟関係では全国化繊製造業28社のうち，
　　　　　初任給日額を250円以上出して錬る企i業が22社あり，叉繊維労連では関東馬方の機械製：糸業
　　　　　28社のうち，21社が日額220円以上の初任給を出している。これらの企業の労働者がこの申
　　　　　請に合意している以上法律上の要件をそなえている（日経，36．7．11）というのであったが，
　　　　　これによりわが国民賃制が，もはや啓蒙指導段階から，自立的段階に至ったことに注意を要
　　　　　しよう。即ち最賃の質的前進ともいえる。この点全労会議の労相への申入れは重要である。
　　　　　その要旨は次の通りである。（日経，36．4．15より整i理）
　　　　（1）現行法は業者間協定が中心で，最賃審議会の権限も有名無実化することが多い。
　　　②　職権決定の最賃に重点を移す。
　　　（3）審議会の行政的権限を強めるよう法改正を考慮する。
　　　　（4）現行法の下でも9条方式のみによらず，労使協定や最賃審議会の調査，審議に基く最賃を
　　　　推進する様積極的な行政指導をすること。
　　　　（5）最賃審議会の権威，機能を強化する。
　　　　⑥　一度決定した最賃も漸次引上げていくような措置を講ずること。
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（7）最賃審議会の委員選任を適切にすること。
　求人難を背景にもつ中小企業労働市場の近代化めため，二重構造的な賃金格差是正のため
　考えらるべき諸点であろう。
　以上の点即ち「最低賃金規制は次善の策（asecond　best）であって，団体交渉に基く
賃金決定の方が好ましいというかなり一般的な承認」（1．L．0．，・P．　cit．，P．45）については
1947年のアジア地域予備会議で団体協約（collective　agreements）こそr賃金調整のた
めの正常で最も満足しうる手段である』といい，1950年のアジア地域会議でも労使それぞ
れの団結の自由と，農業賃金においても最賃より団交による様にすることを勧告している
のである（・p。cit．）。そして1953年の第三回のアジア地域会議では，これらの労使の団体
による団交も，さらに産業別ないし地域別基盤（industry－wide　or　regional　basis）
或いはその両方に干て行われる事を要望している。
　しかしこの様に労働組合主義（trade　unionism）や団体交渉の奨励が，アジア諸国に
おける（間接的）賃金政策の当面の目標とはいっても，それは最低賃金の設定による政府
の直接的介入は前述の諸条件の成熟までは不急のものだとはいえない。唯その場合他の社
会政策即ち，社会保険，家族手当（family　allowances）無償教育，労働時間や超過勤i務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
給などとの関連を考えねばならない。とくに社会保険や，労働時間，超過餌間給について
　　（注）家族手当が社会政策の項目にあげられることは，日本の現実や慣習からは奇異に思われるが，
　　　西欧諸国においてはすでに「賃金の社会化」或いは「社会化賃金」　（socialized　wage）とし
　　　て存在しているものである。　　　　　．　　　　　　　　・
は戦後大平の国で労働立法面で相当営んできたが，賃金政策と社会政策の調整，（co・ordin・
ation）を必要とする事情は第一に，社会的手当（social　be即fits）のコストは一般には
使用者か政府のどちらか，又は双方で負担さるべきであり，もし使用者が負担するとすれ
ば，企業の賃金費支払能力の問題は，最低賃金の全財政的な含みや，他の社会的規制を一
緒にした見地から考えらるべきことになる。第二に，労働者に妥当な生活水準を十分に保
証する最低支給率の決定に際し，責任当局は，労働者に追加される現存の又は計画中の賃
金外受益（non－wage　benefits）を必らず考慮：しなければならない。蓋し，これらの利益
は，それ自身，受益者の生活水準の重要な要素であるからである。」（f。L．0．，・p．　cit．，p．46）
これについてもう・一つは，「賃金外利益の高い水準は，労働者の全体的な報償の中で固有
の賃金としての分前を制限し，奨励給の見通しや効果をそぐことになる」（op。　cit．）から
である。たとえば，大きな一律の価格手当（large　flat　rate　dearness　allowances）．
が，実質的にインドの織物工業における業績払（payment　by　results）制の効果を曇ら
せた通りである。
　かくて最低賃金政策の最低の目標として，　（a）最低賃金水準，　（b）適用労働者のカ
テゴリー，　（c）国の社会的経済的条件の中で，経済発展の結果としての生活費や一般的
福祉の増大という様な変化に対して，法定最低賃金を調整すべき万法の三点があげられよ
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う。
るQ
（・p．cit．）そこでアジア諸国における最賃制の重要さに鑑み，以下章を改めて考察す
第3章アジアの賃金政策における最低賃金と基本問題
　これまで眺めた様な賃金事情に基いて，かなりの賃金立法措置がアジア諸国で行われた．
が，就中種々の職種や産業における最低賃金の決定が目標となったことについては直ちに
了解されよう。そしてビルマ・インド・フィリピンでは農業労働者の特別な事情も考えて，
賃金立法を農業にも適用している。インドネシアとタイには包括的なものはないが，日本
の最低賃金法も職種別に包括的なものではなく，主として当該業者間協定に依っている。
この様に最低賃金立法もその範囲と適用上様々であるが，たとえばセイロンなどでは賃金
決定機構がすでに確立されて，最：低賃率も多年に亘って現実的に設定されている。他方イ
ンドやフィリピンなど賃金立法の比較的新しい所では，賃金決定機構もこれからであり，
最低賃率の及ぶ職種を広めようとしている。即ちアジア諸国のうちでも第二次大戦前は規
制工場や鉱山，運送，プランテーションなど組織化された産業のみ法の保護下にあったも
のを，戦後は，未組織産業（unregulated』factories　and　small　industrial　establishm－
ents，　and　handicrafts　and　cottage　industries，　commerce，　domestic　service　and
agriculture）にも及ぼしてきたのである。そこで以下これらの動向を，最低賃金政策に
絞って考察することにしよう。
　一般的にいってアジア諸国における賃金政策は二つのカテゴリーに分れる。一つは賃金
水準と構造（the　Ievel　and　structure　of　wage串）であり，二つには実施及び強制の手
段（methods　of　implementation　and　enforcement）に関してである。第一の観点に
ついては，’ o済政策や社会政策との絡み合いの中で考えられねばならないことは既述した
ところであり，時には調停や仲裁制度を伴わねばならない。これらのことを最低賃金政策
の重要性に鑑みて整理すると，次の三点に要約されよう。（1．L．0．，op．cit．，pp．75－76）
　（1）最低賃金政策は，全国的統一最賃を決定すべきか，それとも各産業や地域の発展や
他の事情のため，異った最賃制をとるべきかの問題。
　（2）右の何れにせよ実際の最賃（諸）水準は，一定生活標準を維持するための労働者の
一般に認められた必要と，最賃規制によって彼等にそのような生活水準を保障する経済的
可能性を同時に考慮すべきこと。たとえば1951年フィリッピン最低賃金法で『この法で確
立さるべき最低賃金は，従業者の健康，能率，一般的福祉に必要な最低生活標準を維持す
べく，経済的に適当なものでなければならない』といっており，この「社会的願望」　（so－
cial　desirability）と「経済的能力」　（economic　feasibility）という二つの基準を最
賃水準の決定に際して，いかに組合わせて適用すべきかということが：最賃政策の第二の問
題である。若干のアジア諸国でも，前者には触れるが後者については黙している。又次に
のべる最賃決定機構については多くの法律で規定していたが，水準については考えられて
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いなかった。ビルマ最低賃金法では　ミ労働者を正当に維持すべきものミ　（“tG謄aintain
themselves　suitably”）　とされ，日本でも人間に値する生活の必要を充たすべき趣旨で
あり，前述のフィリピン法と共に，これらの一般的理念を現実の賃金水準にいかに国訳す
るかが問題である。　（op。cit．，pp．58－59）
　（3）最後に最低賃金の決定と強制のための適当な機構（machinery）の問題が重要であ
る。アジア労働者の大半が，農業，手仕事，家内工業，家事サービスに従事している現実
は，この問題を愈々困難にするのである。
一一@統一賃率について（諸格差吟味）
　1’産業格差と統一賃率
　最低賃金規制の幅は狭くも広くもありうるが，最も極端なのは，　「全産業の全労働者に
亘る全国的統一最低賃率を決定する全面的な一律規制」（・p．cit．，p．76）であろう。しかし
現実には，最も広汎な規制でも，一つ以上の最賃を規定しているのである。それは　①生
活費の地域差，・②年令及性別差，③時間給より高い出来高賃率などの要求に応じるためで
ある。他の一方の極端には「各単一産業毎及び経済的に区分しうる地域毎に，最低賃金を
きめる別々の規制」（op。cit．）が考えられる。フィリピンの制度は大体はじめの型である
が，大概の国は第二の型に傾いており，産業別，地域別ないしその双方に分れている。
しかしそこでもミ制限された範囲の最低賃金規制が徐々に広がって，結局は全国的最低実
質賃金の公正な統一水準の確立を目標とすべきか逼，又はミ最低賃金水準は，各産業や地
域に行われている特別な条件に，永久にリンクすべきかミ（・p．cit．，pp．76－77）という問題
が生じる。
　さて第一に統一的賃金水準か，ヨリ複数化したものかの選択は，或程度は最低賃金政策
の一般的目的に依存しよう。即ちもしその目的が，全労働者に一定の最低生活標準を確保
してやるというのであれば，一律の基本賃金なり最低賃金（uniform　basic　or　minimum
wage）が好ましかろうが，又全労働者なり，労働者集団が・勤めている特定の会社（fir・
m）や産業の収益のうち，妥当な分前（areasonable　share）一定義はどうあれ一を畳取
る様にという目的ならば，ヨリ分化した最賃制が適当であろう・後者は例えばインドのミ
公正賃金ミ　（“fair　wage”）に関して勧告されたが・そこでの賃金の意味は・少くとも最
低賃金離しく・もし磯路で輪が許すならもう少し高蝋画ということであ 氈E
　　（注）一律ということと多様性とは相互に排他的ではない。即ち「公正賃金」の決定は・多少統一
　　　的な最低賃金の決定から成っており，各産業別の：景気状態で異る諸手当で補充されるようにな
　　　　っているという　（1．L．0．，oP。cit．，P77，Note　1）
実際には最低賃金は慎重に多様化されていることがあり・生活水準の他に（in　addition
to　the　standard　of　living）産業別の繁栄状態の差異を考える様になっている。ことに
「生活水準の他に」という点は注意を要しよう。たとえばわが国をも含めて低賃金水準国
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で，種々の賃金格差（職階制とか能率給とか，地域別，産業別，年令別，性別種々）が生
活水準の中に喰い込んで表われることがあるが，これは邪道である。
　しかしアジア諸国では，最低賃金規制の基本目標は，一般的には統一的「賃金基盤」
（“wage　floor”）を確立して，全賃金雇用者が，社会的に認められた最低と考えられる
生活水準を維持するに足る所得を獲得する様にすることであり，この考えでは最低賃金規
制で最初に且つ最も多く受益するものは，最低給の労働者である。連々生活水準の上昇も
困i難な所では極貧層を優先するのも意味あるが，多少とも統一的最低賃率を支持するに当
って別な論議があるのである。
　その一は，それが多くのアジア諸国に存在し，無駄な労働移動や労働紛争の種だと報告
されている，不必要に広い賃金格差の縮少に役立つであろうということであり，
　その二は，もし多様な最賃制が採用され，最も生産的で繁栄している企業が，生産力の
低い企業よりも支払能力が高いという理由で，最高の最賃を払わねばならぬとした・ら，そ
の結果は能率的で生産性の高いものは税金をかけられ，非能率と低生産性は補助されると
いうことになる。そしてこのことが，たとえ或意味で又或程度利潤課税制度の下で起って
も，又その結果が必ずしも「不公正」ではないとしても，ヨリ繁栄した企業への高賃金費
の賦課は，生産の拡張と，それに伴う雇用をおさえ，同時に不景気で生産性の低い企業で
の生産と雇用の契約（contraction）をも妨げるのである。さらに最賃設定の必要度は景
気のいい企業では比較的に小さいのである。蓋しこれらの企業は高賃金で優秀な労働者を
集めたり維持しうるからであり，又団体交渉も後進的且不景気な企業より，景気のよい成
長企業でヨリ容易に発展するからでもある。
　その三は，設定や定期的修正，及び一つ又は少数の最賃率の強制の為に必要な機構（ma・
chinery）は，多数の個別企業のために異種の賃率を規定する複雑な制度のためのものよ
りも，ヨリ単純且つ小規模のものでよい，
　というのである。こうして多少とも統一的な賃金が，複雑な賃金制型式に代って重要な，
長所をもつ様に思われる。
　　　　　　　　　　（注）
　　（注）さらに統一最賃は，それが職種別に基き熟練度を問題とする限り，「同一労働同一賃金」と
　　　いう賃金決定上の公正原則を容易にするものであろう。
　他方その様な統一最低賃率は，実際には異った会社，工場，地域での支払能力が大ぎく
変化するため，恐らくごく低くならねばならぬであろう。既述の様に，固有の農業，プラ
ンテーション，手仕事，家内工業そして近代製造業と賃金の支払額は差異があるが，その
差の大部分は支払能力の差を表わすのであるが，これが一般的な最低賃金にとってディレ
ンマとなる。即ち経済上最低の生産的単位でも支払いうる様な（その場合受益労働者はご
く少かろう）低水準に最低が置かるべきか，それともある産業で雇用が減るか，又はきめ
られた最低賃金を支払うために，何とか援助されねばならない　（程高水準になる）かとい
う問題が生じることになる。　（1．L．0．，oP．cit．，PP．78－79）
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　これらの問題はすぐには解決されそうもない。多くの或いは全部の国が，全産業に亘る
一般的な最低賃率を設けるのはむつかしいと考えている。しかし重要なのは，このことが
全ての労働者に同曽の最低生活標準を保障してやる目的を放棄すべきだということではな
いことである。唯その目的の達成は，一般的な社会的且つ経済的発展の梢長期で漸進的な
計画の出発点であるよりも，むしろ終点となるのである　（・p．cit．，p．79）。このことから統
一的最低賃率を終局的目標とし，その間に支払能力に応じた漸進的移行形態が予想される
ことになる。
　かくてアジア諸国における保護的：最低賃金規制のためのこの計画の初めの段階では，各
種の経済地区のために，異った最低報酬率が望ましい。ここのとは，いわばヨリ近代的な
小規模乃至大規模工業やプランテーションの労働者に対してよりも，農業や家内工業の賃
金労働者に対して，ヨリ低い最低生活標準を絶えず受け入れることをいみする。即ちこれ
らの広いカテゴリーの中でも，例えば茶と砂糖栽培の問，麻工場と鉄工場の間でも差異が
あるのである。そして全国的，一般的な最低賃金への上昇は，経済の成長や，それに含ま
れる生産や雇用の様式における構造的な調整に依存するのであるが，実際のところ，経済
の成長が最低賃率の実質的な統一制への必要な条件を自動的につくり出す場合が期得され
るのである。
　　　　（註）
　　（註）資源の能率的配置の基本原理は，労働，土地，資本の限界生産性が，どれを使っても等しい
　　　ということにある。そして経済発展計画がこの原則と一致する所ま呑は，労働の限界生産力は
　　　全産業と全地域に於て，多少とも等しくなるのであろう。このことは裏がえせば，略同一の賃
　　　金が，全産業，全地域に亘って交払われ5ることを意味している（1・L．0．，oP・cit・，P・80，No・
　　　te1）
　2　種々の賃金労働者カテゴリー間の統一制
　（∬性　別
　最低賃金規定の根本目的（即ち社会的に承認される生活水準を，全労働者に保障する）
は，原理的には同一最低賃金が全産業に最終的に適用されることを含んでいる。しかしこ
れらの産業内部の賃金労働者の全カテゴリーに，同一の最賃が設定されるべきだというこ
とは必ずしもいみしない。たとえば各種の労働者集団の家族（扶養）責任は様々であると
いうことは，最低賃金もそれに応じて異る理由と考えられる。これが又男女間の最賃格差
の原因でもある。
　さてインドでは「公正賃金委員会」が産業法廷　（industrial　tribunals　and　courts）
の仲裁で「同一価値労働同一賃金」　（equal　pay　for　work　of　equal　value）の原理を
支持しているというが（op，cit．，p．80）1：L　O憲章（Coustitution　of　the　InternationaI
：Labour　Organization）は「同一価値労働同一報酬」　（equal　remuneration　for　wo－
rk　of　equal　value）の原則を，労働条件改善の一手段として認めており，　「同一報酬」
（equality　of　remuneration）達成の可能性は，最低賃金規定を通じるものと解される。
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しかしそれは漸進的過程をはさむものであることが注意されねばならない。けだし最低賃
金政策の基本目的の一つは，最低給の労働者の生活水準の改善にあるが，一般の賃金の男
女格差がある場合，急激且つ全面的な同一賃金原理の適用は，この基本目的の達成を一層
困難にするからである。即ちこの基本目的と同一価値労働への同一賃金とは，或程度競合
的であり，同一賃金原則に伴う賃金額の増加は，使用者が男性労働者へ高賃金を払う能力
を減殺するであろう。もう一つのファクターとしては性別格差撤廃が及ぼす雇用への影響が
考えられる。即ち女子労働への需要が減り，その供給は増すことになるが，これは状況次
第で得策にも不得策にもなる。たとえば女子労働を少くして家族のうちの男子を雇用する
機会を与えることは，貧民の生活標準を上げる見地からは結構であろうが，女子労働者の
雇用機会の減少は，他方からみれば望ましいことではない。
　又同一価値労働同一賃金の原則は，最低賃金規定の目的の一つとしてはっきり認められ，
男女労働者の賃金格差のある場合，それを徐々に等しくすることは，経済成長に依存する
様にみえる。即ちそれによって，全労働者への適当な最低生活標準と同一報酬との両目的
が終局的に達成されるのである。
　（2）職業別格差と熟練水準
　労働者の熟練，責任，職務の不快さに基く賃金格差や，同様な考えは多くの国で賃金規
制当局によって定められている。多数のラテン・アメリカ諸国では「職務の種類と条件」と
が，規制当局によって考慮されることになっている。又「インド公正賃金委員会」は以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（註）
の様な考察に基いて賃金格差を設定することを勧告した。即ち「熟練度，作業緊張（the
strain　of　work），内包す乙経験，必要：訓練，引受責任，肉体的。精神的要件，課業の不
快さ，作業に附随する危険（hazard孕ttendant　on　the　work），包含される疲労」
（Rθρoプ’oノ’加Co御三漉θoπFo唖肋εθs　I・：L・0・，oP．cit．，p．82）などである。しかしこの勧
告は公正賃金の確立に関するもので，委員会としては最低賃金より梢進んだものと考えて
いる様であるが，いわゆる職務評価方向にあるものとして，本質的性格に於て注目してよ
いであろう。さらに「インド計画委員会」もこれらの基準「に則って，多くの職務間の格
差は最低水準に於て維持される」　（The　First　Fiveγear　Plan，op．cit）としている所からみ
れば，最低賃金規定もその様な格差を規定しておく考えと思われる。
　　（注）インドの「公正賃金法案」は1950年の国会に提出されたが，審議は延期された。それによる
　　　　と賃金審議会（wage　boards）は，どのクラスの企業にも，従業者に支払いうる最低賃率を定
　　　めさせる様になっており，これらの賃率は，労働者の標準家族に，その生活状態に応じて衣，
　　　食，住，医療，子弟の教養を十分に保障する程の高さでなければならなかったが，しかし当該
　　　　クラスの企業の賃金支払能力を越えてはならないものである。さらにもし最低賃金がきめられ
　　　　ていれば，それ以下ではいけない。さらに公正賃率は公正な作業基準（fair　workloads）と
　　　　関連しておらねばならず，もし公正な作業量を達成しない場合には，それに応じて減給される
　　　　ことになっている。　（1．L．0．，oP．cit．，P．51）
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　ところで多くのアジア諸国に於ては，各種産業や職業間の賃金格差の現型が屡々非体系
的であるのみならず，経済発展計画の下で，全然新しい産業のために，新しい職業分類や
賃金段階をきめねばならぬ点から，合理的賃金構造の樹立は重要な事である。しかし一般
的に職業や熟練による格差は，それらの市場における需要供給関係に依存するので，最低
賃金の法定を必要とすることも生じる。しかしアジア諸国では，最低賃金規定固有の聞題
は，種々の基準に基く賃金格差を設けるための職務評価や賃金標準化などによって複雑と
なれば，恐らく極めて厄介なものとなるであろう。即ち最低賃金規制の実施は慎重に引き
延ばされ，賃金格差の問題が，極貧労働者の生活条件の改善と同様に緊急とならぬ限り，
格差も是認されつつ，他の賃金政策を求めることになるであろう。（・P．cit．，P．83）この点
はわが国における諸格差の是正が，僅かに求人難を背景とする初任給水準において現われ
ているに過ぎぬことをみても明らかである。
　最後に特殊のカテゴリーに属する労働者にとっては，特別な最低賃率の設定が考えられ
る。
　（1）例外的に重労働か不健康な仕事をしている者は，食事とか他の正規の必要度が平均
の者より高いので，最低線よりいくらか高いものが与えられよう。
　②　肉体的か精神的欠陥のために，正常以下の働きしかしない者には，特別条項が要る。
　（3）出来高作業者は時間給労働者より労働密度（intensity）が高いので　（10－20％）
高い最低賃率を決めるべきだといわれることが多い。
二　最：低賃金水準
　一・般的にいって，：最低賃金の適当な水準選択の問題は，前にも触れたが，労働者が一定
の最低生活標準を維持するための世間的な必要度と，それを保障してやる社会的・経済的
能力との間にバランスをとることにある。だが困難なことは両基準の何れもそれだけでは
適正な賃金水準をきめるに不十分であり，両者は同時に考え合わせねばならぬ点にある。
多くの営養，医療，衛生及び文化的標準を満足させる家計予算を単につくり上げ，それら
の財貨やサービスを経済が供給するか否かを考えずに，最低賃金がその予算の全費用に見
合う様にきめるのなら大した考えもいるまい。ところが賃金支払能力は，一義的に決定さ
れる量ではない。「たとえばこの能力測定のために求められた決定基準のうちには，　ミ公
正利潤聖とかミ資本と経営への公正な報酬ミとかがあったが，両方ともどちらかといえば
弾力的な概念である。蓋し経営と資本への報酬のミ公正さミは，他の要素のうちで，慣行
賃金（prevailing　wages）に照らして普通判定されるからである。」（LL．0．，・p．cit・，84）
さらにある企業で，その生産物の現在の販売価格では困難な賃金水準は，この価格を上げ
る時に支払うことができる様になるのであるが，それでは消費者の犠牲が生じることにな
る。そこで「公正利潤」と「慣行賃金」とは循環的性格を帯びて来，そこに判定のための
団体交渉契機の重要さが覗くことになろう。そしてこれは最低賃金水準決定に際しての問
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題でなく，賃金水準一般に関することである。いわゆる「付加価値」乃至「経営成果配分」
過程の「弾力性」の問題となってくる。かくて最低賃金規制の問題は，賃金所得人口の大
部分に影響する大規模な計画として，消費の（従って又貯蓄と投資の）聞題，価格政策及
び国民所得配分問題への一般的アプローチに関係することになる。こうなると経済発展に
絡む重要問題となるが，ここでは各々の決定要因について夫々の要請（水準）をうかがう
ことにしよう。
1　労働者の正常な必要度
　最低水準が標準生活水準を目指す限り生計費指数（cost・of・living　index　numbers）
との関連は勿論であるが，具体的な在り方どしてアジアの若干の国々では，賃金は，戦前
のレートと同じか少し高い位の幾分低い「基本」賃金（“basic”wage）フ．ラス「物価手当」，
（“dearness　allowannce”）「生計費手当」（“cost・of－living　allowance”）「特別手当」
（“special　all・wance”）とか「家族手当」　（“family　all・wance”）などの手当から成
っており，これらを合わせても，「基本」賃金以上どころかそれに等しくなることは全く
稀であった。（1．L．0．，op．cit．，p．72）このような賃金体系は日本の戦前，戦時，戦後に於ても
明らかで，現在やっと諸手当の基本賃金組入れによる水準のアップと共に，基本賃金（本
給）自体の性格改造が論ぜられる様になったわけである。即ち永年雇用慣行に基く年功序
列型賃金体系め矛盾と新しい動向については前稿に触れた通りであるが，ここでは一般的
に後進的な諸国における最低賃金水準自体の実質的な裏づけをみることにしよう。そのた
めには先ず労働者の正常な必要度が何かであるが，それは本質的には家計予算（営養，医
療，その他相応な標準の費用計算）からえられよう。その場合最低生存線即ち健康とつつ
ましい慰安の最低線如何によることは勿論である。そしてそのために1：LOとしては「労
働者の要求と国家乃至産業の支払能力水準を慎重に分析し比較すること」．（・p．cit．，p。85）だ
という。
　さて家庭予算の最も決定的な要素の一つは，標準家族の大きさであることはいうまでも
ないが，「この大きさをきめる指導原理は，最も差迫った家族の要求を最大限に叶えうる
だけの最低賃金」（・p．cit．，p．86）ということである。そこで次の様な要因を考えて，家族
数の単純な統計平均を改めようと試みられた。
　a　低賃金所得に依存する家族のうちでも，地域的に家族の大きさがいろいろ変ること。
　b　いろいろな大きさの家族の中での賃金労働者の数
　c　「消費単位」数と他方「賃金稼得単位」　（“wage－earning　units”）一成人男子は
女子，子供より高い一睡決定の基礎となる，種々の大きさの家族の年令構造（・p．cit．）
　こうして平均の大きさの家族がきまり標準家族となる。しかしそれは全家族にあてはま
るというより大多数を包含するものである。子供は標準より多く，賃金稼得者は少いことも
あろう，しかし又無配偶者や，子供のない家庭の条項も含まれる。このことから最低賃金は
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直接に家族数には依らぬのかという疑周も生じよう。しかし家族数に応じて違った最低賃
金をきめるのは勿論むつかしい。だが「この困難も家族手当が全使用者か全納税者によっ
て一般的なファンドとなっている強制的な寄附から支払われる場合には生じない」（op．cit）
といわれるのは，わが国など個別企業の源資におんぶすることによって，その制限を受け
ることから考えれば，進歩的なことであり，いわゆる「社会化賃金」或いは「賃金の社会
化」を指向するものということができよう。ともあれかくて賃金決定のための標準家族と
いうのは非常に小さくなるし，子供手当制を拡充して，家族数の差による困難を緩和しよ
うとした国もあるが，これは一般的な解決策ではないといわれる（oP．cit．，PP．86－87）。だ
が今のところ日本における様に個別企業の支払能力に委ねられて，社会保障制の充実によ
って，緩和する途しかない様である。そこでこれに関連して支払能力論が次に登場する。
三　最：低質金支払能力
　最：低生活水準についてと同様に，支払能力についても，　「絶対的な概念」ではないとい
うこと（1．L．0．，OP。cit．，P．87）は先ず注意を要する。既に「公正利潤」や販売価格と支払能
力の関係について触れたが，さらに最低賃金水準に影響するものに，経済発展計画枠内で
の貯蓄と投資の必要がある。これらが大きくなる程消費財の増加は遅いとは思われるが，
元来が伸縮性ある標準であるから，消費も貯蓄も多くの選択水準をもっている。さらに特
定の賃金増加（agiven　increase　in　wages）は，現在生産性と能率水準で企業の支払
能力以上のものであるが，もし生産性が上がれば負担できるのである。従って弾力的であ
るということの中には，生産性自体の弾力性が要因として含まれていることになる。しか
しこれは次の関連事項をさらに伴っている。
　a　特定の最低賃率が，価格，利潤，雇用等々に及ぼす影響の見通し
　b　これらの影響が社会的，経済的にどう評価されるか
　という点であり，たとえば賃金増加は，経済発展に必要な貯蓄水準とは無関係に，賃金
労働者の消費を高めるであろうし，かくて期待の賃増も，国家的支払能力以上のものとな
るであろう。又賃金の一定の上昇は，コストを高め特定事業の生産を削減し，賃上げを可
能にするためには，生産性の高い産業へ余分の労働者を移さねばならなくなるかも知れな
い。「かくして結局，支払能力決定の閥題は，最：も賃金の低い労働者の生活標準を上げる
という社会的目的に，他の経済的且社会的目的，とくに雇用水準や経済成長率に照らして，
どれだけの重要さを認めるかの決定にある」（・p。cit．，p。88）という他はないであろう。
　一例として第一次「印度五力年計画」に表わされたところをみよう。これは明確な最低
賃金規定の計画ではないが，賃金と経済発展の関係を前進させるものである。即ち「計画
委員会」　（the　Planning　Commission）は先ず労働者の生活標準に関して，「発展率
は，労働者の要求のみならず，国家の資源の範囲によってきめられねばならぬ」といい
（丁加∬勿6γθ研P！¢π，1．L．O．，oP．cit．，P．88）「あまりに急激な変化や広範囲の変化は，財政的，
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行政的その他の困難をもたらし，新しい改革を脅やかし，発展を阻害する」（同）として
着実な方針を打出している。即ち賃上げ一高価格一経済安定の障害一雇用減退という効果
を警戒している。そしてこれまでの諸法令も，賃率決定や賃金調整上の統一的な政策を基
礎づけるものではないと考えて，三者構成機関（tripartite　machinery）が正確且つ実
際的な「規範と基準」（‘norms　and　standards’）を発展さすべきであり，これにより，
賃金当局　（wage　boards）なり法廷（tribunals）　は，各種労働者グループや他の産業
関係者，そして全体としての社会の要求を考えて賃金係争を解決することになると勧告し
たのである。（・p．cit．，pp．88－89）そして「委員会」自身も賃金政策上多くの指導原理を明
らかにしたが，最：低賃金立法の導入は「困窮地或」を優先し，社会政策原理に則っ，て，所
得の不均衡是正一賃金標準化の推進拡充を唱え「同一単位内の異種労働者の，異種産業に
おける類似職種の，そして異った地帯での同一産業間の賃率の不均衡は急速に狭められる
べきこと」そして最後に「生活賃金確立の第一歩として，戦前の実質賃金を回復する様に
賃増を認むべく，それは合理化と工場の更新又は近代化による生産性の向上を通じて到達
されること」　（op．cit；，p89）を勧告しているのである。
　以上によって分る様に，「委員会」としては，五力年計画の遂行と，生活標準の向上と
を慎重に天秤にかけている。しかし函窮地或や賃金構造の異常さや，戦前実質賃金の恢復
などは，優先的地位を与えられている様である。何れにしても，賃金政策と経済政策との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（註）
相対的比重の中に問題を埋没し去勢化する’ことのない様，歴史的社会的な判断を科学化す
ることが必要であろう。
（註）・fンドの第三次五力年計画について．1961・8・了発表案によれば，1人当り年問所得を・こ
　の五力年間に現在の330ルピー（1ルピーは75円60銭）から385ルピーに引上げるという。所17
　％増である。　（わが国の10年間倍増計画と対比せよ）それは実は人口推計6五年後4億9得千
　200万という膨大な数が見込まれ，それによって生産の結果に食い込み，それを消化する程投
　資を増し国民所得を上げるという経済力が未だないことから，年間5％の成長率が精一杯とい
　われることによる。実物的には農業生産32％増，工業生産は第二次計画の行過ぎを反省して70
　％増とおさえられているものの，草案全体に，そして現実のインド経済全体に蔽いかぶさる暗
　いかげは，膨大な人口増加と，新規雇用労働人口の限界（実際は千七百万人と予想され，計画
　案では千四百万人分しかない）による，失業人口と生活水準の圧迫にあるといえるであろう（
　昭和36．8。10朝日）。　これによって第三次計画の主要目標①年間5％以上の国民所得の土昇と
　確保，②食糧自給を達成し，工業，輸出の要請に．応ずる農業生産をふやす，③基礎工業（鉄鋼，
　燃料，電力など）を拡大し，機械製造能力を作る，④雇用の機会を拡大する，⑤所得，富の不
　平等を減らすことが，果して期待されうるか，国民の関心は批判的といわれる。①③④⑤は第
　二次計画から続いており，②が今回の特色とされるのは，実質的生活水準の裏付けが，生活資
　料面から先ず保障さるべきことをいみするの6あろう。　（36・了・15朝日）
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四　最低賃金水準と経済効果
　最低賃金の必要性はその水準変動の及ぼす効果の見通しと共に，政策の中に具体化され
ねばならぬ。勿論適用の範囲や程度によって効果も異るが，一般に要因としては，生産性
の増加，消費財需要増，雇用の変化，貿易均衡への影響，利潤の減少などが考えられる。こ
れらは何れも重要な相互関係要因であるので，以下順に検討しよう。（・p．cit。，p．90ff．）
（1）賃金規制と生産性
　生産性に及ぼす賃金規制の問題は重要であると共に，支払能力上，割とはっきりした関
係にある。
　さて最低賃金規制による賃増が，生産性に影響するのに二つの主要な途がある。第一は
賃金費の高騰が，使用者にとってヨリ能率的に生産管理をする刺戟として役立つ場合，第
二に，労働者の生活水準の改善が，ヨリ良い健康，教育と作業への増大した奨励の結果個
人的能率を向上する場合である。
　第一の場合について，管理の改善が生産性向上に果す役割は疑うべくもないし，最高賃
金を払って最高能率をあげている会社もある。しかし一般的な増増が必ずしも一般的生産
性の向上に導くとは限らない。平均以上の賃金を支払っていられるのは，大抵管理が優れ，
高賃金が優秀な労働者を惹きつけ，留めているからであって，最賃規定による賃金の一般
的増加によるものではない。さらに最賃を上げることは未熟練労働者をヨリ能率的に使わ
せる刺激となるともいえようが，既に未熟練労働は過剰であり，アジア諸国では生産性の
向上のための最上の形は，資本や土地や熟練労働者など稀少な要因をさらに能率的に用い
ることであるから高い最賃による直接の刺激はない（・p．cit。，p．91）といわれる点は重要で
ある。とすれば管理の中心は，資本，土地，熟練労働の運用に置かるべきこととなるが，
裏からいえば未熟練労働に代る労働節約装置への刺激となるわけである。しかしそれも①
失業者が出たり②追加雇用の創造に使われる資本が少くなるなどの理由から，必ずしも有
効ではなくなる。
　第二の高賃金と高生活水準と生産性向上の関係をみると，たとえ個人的業績は上っても
全体の生産を上げることにはならぬ場合もあり，比例的な関係が直ちにあるとはいわれな
い。たとえばインドの工業，織物業，石炭業などは良好な食事に恵まれ，栄養標準の低い
ものより生産的な場合もあるが，賃金上昇が生産性を増すのはむしろ例外だともいわれて
いる。（・P．cit。，P。92）さらにガドギル（DRGadgil）は，個々の使用者が高賃金を払う場
合には，競争者に対して，高賃金にも拘らず生産単位当り生産費を下げることもあるが，
全産業で賃上げが行われた場合の生産性増大には警戒的である。即ち一般的な賃金上昇は，
最低能率の労働者を駆記し，彼等から失業者を生ぜしめ，平均生産性を上げるということ
になるであろう。従って彼も「生活標準の変化が……徐々に生ずれば，能率に及ぼす効果
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は明らかに漸進的にすぎないであろう」（D．R．Gadgil：R89％10〃。ηoゾ〃α8θsα”4α加・Pノ・
06！θ吻5qプ肋4螂’72αJ　Lα60％γ勿Z〃漉α，1943；LL．0．，oP。cit．，P．92，Note1）といっている様に，
賃金上昇は，労働者の能率を向上させて支払能力を自動的に増すと簡単に考えるわけには
いかないし，さらに以下の要因も作用するのである。
　　（2）消費財への需要増
　一般的にいって最低賃金規定のた：めの計画は，主要消費財への需要を増加させる。その
結果，それらの国内生産高，価格騰貴，貿易収支均衡の変化に：影響するが，就中国内生産
高の増加は，困難だが最も望ましいものである。とくに最低賃金による低所得層の場合は
勿論，一般に労働者の購買力の増加は，食糧需要の増加となる縦，食糧生産の増加には農
業生産方法の改善，土地改革等が必要であり，単なる需要増は，価格を押し上げることは
あっても，自動的に生産を増すことにはならないのである。アジア諸国では賃金労働者の
低い購買力が，生産性は低く雇用の少い原因であり，賃金上昇によって購買力が増すとし
てもこのことは重要である。
　需要増加による価格騰貴についてみれば，実質賃金を下げるのは明らかで，手仕事を自
分でやっている低所得層などにはそれだけ消費の制限となり，高所三層では貯蓄の減退とな
る。さらに価格上昇は輸入を刺激して輸出を減らし，貿易条件の改善がない限り，収支バ
ランスは悪くなろう。何れにせよ所得の低い自営者や最低賃金規定で受益しない賃金労働
者の生活水準を切下げて地主層に有利になることは望ましくない。又消費財の輸入増も，
それが経済発展の必要財の輸入を圧迫する様では困る。
　それでは価格統制をすればよいかもしれぬが，・そうなると最賃規制の効果をあげる骨折
も倍加されぎるをえない。輸入制限や，地主層などの受益者に課税するてもあろう。しか
し自営者などの低所得層の生活標準を向上させることは国々むつかしいことである。彼等
が国民の大多数の水準に準ずくと又全般的な水準向上が起るべく，格差の是正も弾力的な
ものであるといわねばならないし，　（op．cit．，p．94）さらに雇用の問題が加わってくる。
　　（3）賃金規制と雇用
　もし：最賃規制の目的が，当該産業の平均慣行水準に最賃をきめるのであれば，失業とい
う重要問題は起らぬ様にみえる。実質的に全体としての産業の平均慣行以下の賃金しか払
えぬ企業は，平均能率水準以下で稼働しているか，使用者の方で，何等かの理由により標
準以下の賃金を払うことによって，異常な利潤をおさめるのに成功しているかである。後
者の場合だと最低賃金規定によって，ヨリ高い賃金を負担させても，目にみえる程の失業
を招くことはないであろう。だが異常な低生産性水準が例外的低賃金の基になっている場
合には，最賃の導入の結果は，多数の会社が生産と雇用を削減せねばならなくなるであろ
う。原則的にはこのことは，他の能率的な会社では，生産と雇用を拡張しうることをいみ
する。かくて劣弱な会社の生産縮少によって生じる失業は，暫らくして他の処の雇用増に
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よって相殺されるという，いわゆる「摩擦的」失業であってその割合は大きくはないと思
われる。又小数の能率の良い企業に生産が集中されると，生産費や価格は切下げられ，生
産と雇用はこれらの企業で拡張されることもあるであろう。しかしこれは確かなことでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆない。全体としての雇用はたとえ生産は全体の生産性の増大のために同じか，幾分増して
も以前よりは若干減るであろう。又ある会社で雇用が拡大したら，新しい仕事には同じ産
業のどこかで失業したものがっくということも確かではない。さらに根本的には賃金の上
昇は最：低能率の会社を市場から駆逐して，自動的に能率の高い会社で費用も安く生産が上
るとはすぐに考えるわけにはいかない。明らかに，能率的で高賃金費を負担して競争に勝
つ会社は，最低賃金規定が表われる前からありうるはずであり，そうでない時に問題とな
るのであう。たどえば必要な設備を手に入れえなかったた砕に拡張ができなかったとすれ
ば，賃金規制によって低能率の会社を排除した利益は何かという疑問が生じよう。むしろ
特定産業の平均慣行賃金水準にきめた穏やかな最低賃金規制なら，少数の企業を排除して
も，雇用への影響も手におえぬものではないであろう。
　又あるグループの企業に，統一最賃が導入される場合も，似た様な結果となるが，とく
にグループの中で交渉力の強い使用者がいれば，賃金を平均水準より下げて，平均利潤を
超えることも生じうるが，一般的にこれらのごとがアジア諸国でどめ程度かを掴むデー
ターはない。
　さらに又利潤が異常に高くなくても，特定企業の賃金水準は，若干の使用者が競争力を
強めようとして，慎重に賃金を低いままにしておき，他の使用者に圧力をかけて，、平均以
下の支払をさせるために，不当に低いこともありうる。その希な場合，全体としての企業
全体にとって，販売高，生産高，雇用量を実質的に減らすことなく販売価格を上げること
もできるのである。実際平癒の企業は支払能力を増すために，販売価格を上げうるのであ
る。そしてこれは又価格騰貴に伴う諸問題を惹起する。
　しかし又可能性としては，多数の低能率会社が生産や雇用を削減し，或いは全く閉鎖し
なければならぬことも考えられる。最低賃金が，特定企業のでなくグループの平均水準で
決められる場合も，これは重要な問題となる。即ち第一に，もし最低賃金が，一つかそれ
以上の企業での平均水準以上の処にきめられたなら，解雇される労働者の数は～個別的な
最賃が，各企業でこれまで払われてきた平均水準できめられる場合よりも大きくなるであ
ろうし，そうなると企業が店を閉めることも考えられる。第二に，高い支払能力を伴い乍ら，
企業の生産と雇用を拡張する問題は，同一産業内で，非能率的な会社から能率的な会社へ
と労働者を移すことよりも，ずっと困難であろう。そして世界的な生産と雇用の型として，
非能率会社からの労働者の移動には，物質的な変化は示していないが，支払能力ある生産
と雇用の拡張のためには・縮少企業の生産と所得を償うだけの＋分な資本の存在が問題と
なるのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　種々の企業の生産力と支払能力の基本的な差というこの問題に関し，　「インド公正賃金
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委員会」などの若干の当局者は，『最低賃金を支払いえない企業は，存在する権利がない』
（R勿）07∫6ゾfゐθCo〃3〃zf♂’θθo％Fα〃πα9θs，L　L．O．，P．9了）とさえ考えられていた。しかしこれ
はも少し説明を要する。基本的にいえば，実質的で多少とも慢性的な支払能力差というも
　　　　　　　き
のは，生産諸要素の配置の悪さを表わしている。そのことは一部の労働は生産性の梢高い
仕事に雇用され，一部は実質的に生産性の低い仕事に雇用されておること，従って理論的
には少くとも若干の労働が後者から前者に移されることによって，全生産高は上昇するで
あろうことをいみする。経済の機能が完全である程，生産と生産諸要素の配分の現実のあ
り方は，最善の国民経済構造となるであろう。従って企業の賃金支払能力の差は経済的に
進んだ国では，後進国よりも小さいであろうと考えられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（註）
　　（註）　しかし1930年代のオーストラリアなどでは，農…二間の支払能力の格差は大きかった。それは工
　　　業における機械力の採用による生産性の差によるものとされたが，そこ益「恐らく農業看でき
　　　る極めて低い基本賃金をきめて，使用者と被用者の交渉の余地を残しておく（leaving　a　ma・
　　　rgin　within　which　the　employer　and　employee　could　bargain）様に勧告してもよか
　　　ろう」　（D．B．Copland＆0．deR．Foenander：Agricultural　Wages　in　Australia，1932；1．
　　　L．O．，op．cit’，p．97，Note2）という発言はその弾力的性格に於て興味ある所である。又ニュー
　　　ジーランドで竜，長らく農業に一律最低賃率（aflat　minimum　rate）をきめることはしな
　　　かったが，農産物保障価格制が行われる様になって賃金規制が広汎になった（1．L．0．，op．cit．
　　　，p．98）といわれる。
　ともあれ賃金支払能力の例外的な低さは，資源配分のまずさを表わしているという事実が，
最低賃率を支払えぬ企業は存続の権利なしという見解の基本的な説明である。このことは
又たとえば，ある国の経済発展の過程で，新企業を興すか，既存企業を拡充する場合，恐
らく生産的であり，従ってかなりの賃金を支払いうるものを選択するであろうことをいみ
する。しかし既に手織業や織物工場の様に，生産的でないものと生産的なものが共存して
いる場合には，事情は異ってくる。「ここでは経済政策は，全産業で多少とも統一報酬率
（同様な熟練と努力を要する仕事に対する賃金として，又資本に対する利子として）を可能
にする様な比率で，又その様な企業で労働と資本とが終局的に雇用される様に計画し，生産
と雇用の型を漸進的に再編成するものでなければならない。蓋しその様な統一的報償は，ポ
公正さ』ということから，それ自身目的であるからだけでなく，又全産業で生産要素の多少
とも等しい報償は，資源の能率的配分の対価（Counterpart）であるからである。」　（1．
L．0．，OP．cit．，P．98）
　他方最賃の高さによ6て，どの企業かが消えうるものかどうか尚検討を要しよう。いか
なる企業でも何かを生産している限り，その消滅は社会的・経済的なロスである。その際
もしもそれらの労働者と資本が，生産的職業に移動できるならば，損失も埋合せられよう
が，移動に長時間を要し，その間遊休しているならば，純利益の程は疑わしい。しかも新
しい生産と雇用の機会が起ってこなければ，旧企業の消滅は決定的な損失となる。そこで
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最低賃金政策としては，経済の発展につれて，現在のところ実質的な支払能力差のある企
業で，最低賃金率水準を徐々に上げてゆく様にすべきであろう。
　一般に最低賃金規制が雇用に影響するのは，①当該企業の生産量への反響，②賃金費の
上昇は，労働節約技術の採用，とくに労働節約機械の導入となること・によってである。
ある企業への新設備の導入は，・一般的にいって，技術的可能性と，その可能性（小規模工
業における電動機の使用など）に対する使用者の注意，適当な設備の利用可能度・使用者
の財政的源資，信用の便宜の存在等々に依存する。しかし経済としては複雑である。即ち
国内貯蓄と外資利用の一定量を以て，ある企業に機械を導入すると，理論的には・他企業，
とくに賃金が既に高く，最賃規制の結果としても上昇しない企業に用いられている資本量
を減らしてくる。従って「ある企業で労働に代えて資本を喰うると，他企業で労働を以て
資本に代える結果になる」（1。L．0．，・P．cit．P。99）し，全体の仕事の数も変ることは注意を’
要しよう。即ち一般的にいえば，　（そしてアジア諸国の現実に断ては）資本を以て労働に
代置することは，失業者や不完全雇用者が存在する限り，経済的には正当と認められない
のであり，この場合必要なのは雇用を増す様な具合に資本を利用することである・従って
雇用増を伴わぬ資本の代置は原理的に無駄となるのである。
　さて賃金規制が雇用に及ぼす影響は，賃金費の上昇と関係する。最低賃金規制の結果・
グループとしての賃金労働者の所得上昇は雇用にいかに影響するであろうウ〉。一見したと
ころこの需要増は，生産と雇用の刺激になりそうだが，必ずしもそうでない・もし必需消
費財への需要が上り，その生産が殆んど或いは少しも増さぬならば，価格が上りしかもそ
こで雇用が増すこともないであろう。これを解くには生産を一定の産業に拡大する他はな
い。さらに賃金労働者，或いはその特定グループの実質賃金の増加も・国民生産の増加を
伴わねば，社会の他の階層の実質所得を犠牲にするものであり・彼等はその消費か貯蓄・
又はその両方を削減せねばならないのである。「もし消費をきりつめると，最低賃金規制
の恩恵を受けた賃金労働者による需要の増加で生産と雇用に及ぼす効果を台無しにするで
あろうし，もし貯蓄を切つめると，資本形成率と同時に将来の雇用機会の拡大率はおさえ
られるに違いない」（OP．cit．，P．100）のである。
　　（4）賃金規制と貿易（収支）均衡
　最賃規制と貿易収支の関連は，第一・に衣食など必需消費財の輸入を増し輸出が衰える。
これは賃金規制による「所得」効果（・・in・・m…ffect）といえよう・第ゴこ最賃規制の
結果として国内の生顔の上昇に応じた「価格働果がある・生敵の堺緬格の上っ
た国産晶の代りに輸入を奨励したり，輸出用として売られる商品量を制限したりすること
になる。そして輸出価格の相対的上昇は貿易均衡を強め・輸出量の減少と輸入量の増加は
それを弱くするわけである。
　ところでアジアを含む低開発国の主要輸出品はゴム，綿花，砂糖，茶，錫等の原料品で
あった。しかしそれらの同質的か又は殆んど同様な商晶の市場競争は，殆んど完全であり・
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いかなる個別生産者といえども，とくに競争相手より価格を上げることはできず，そうす
れば脱落せさ“るをえないのである。この様に価格管理の力をもたぬのに，生産費が上って
市価はそのままか下る場合，アジア諸国のプランテーションがそうであった様に，生産を
やめる露ないのである。
　しかし一方原料品需要の水準と変動の主要因は，原料費に大きく依存しない工業国の生
産量にある様である。換言すれば原料生産業の最賃規制が各国で同時に行われたらどうな
るかといえば，たとえば錫の価格騰貴が需要量に殆んど影響せず，錫生産国が一斉に同じ
割合で賃金を上げた場合，高労務費の負担は，殆んど完全にヨリ発展的な工業国に移され
るであろう。この点に関し「ラテン・アメリカ経済委員会秘書局」　（Secretariat　of　the
Economic　Commission　for：Latin　America）は，低開発国が，過去一世紀かそこら，
世界的な生産性向上の成果に大きく与れなかった主要因の一つは，工業国の賃金水準は絶
えず上昇してきたのに，低開発国のそれは依然として低い儘であったからだという，興味
ある提言をしている。工業国では労働は良く管理され，常にヨリ高い賃金の確保に成功し
ており・生産性の向上に拘わらず価格を一定にしつつ，或いは価格を上げることによって・
高い生産費も負担することができる。これに対して低開発国では，賃金は上るとしても徐
々にであり，価格は，もし賃金費が早く上っていたら到達していたと思われる水準より以
下にとどまっている。
　さて最賃規制と貿易均衡の関係については，低開発国の原料の主要な買手国における景
気変動は，これらの商品の価格に鋭敏な波動を起すという短期の問題がある。一時的な需
要の減退は，その原料生産企業にとって，もしコストが硬直的ならば，運転を続けること
は困難となる。かくて最賃規制はこの困難に弾力的に立ち向いえないのかという疑問が生
じる。それは，有効な原料市場安定策がない限り，いつも期待されているものであるが，
どのアジアの国でも，最賃規定のために原料生産業を脅かすことはしないであろう。これ
らの産業の利潤は景気による浮沈が甚しい。従って好況の際不況時に備えて留保しておく
こともできそうであ．る。これは配当（dividends）の安定のために普通に行われているが，
さらに所得安定の為に条項が欲しいものである。これができれば，普通の最賃規制原理は，
或程度の変動は蒙り乍らも，循環的変動を受け易い産業にも適用できるであろうという。
（・P・cit碑．104）いわゆる配当平均衡基金と共に，所得平衡基金の存在意義は認められるに
しても，絶対水準の低い場合，それだけの余裕を労働者がもちうるか否かは疑問もあるが，
この主張はわが国においては勿論，一般にアジア諸国の原料産業にとっても重要であろう。
これは謡いみでは留保金として又配当をも含む利潤として，企業の付加価値における分配
率との対抗関係において重要な契機にも触れることになる。そこで以下重要な利潤との関
係をみることにしよう。
　　（5）賃金規制と利潤
　最賃規制による賃金上昇は，必ずしも利潤の下落は伴わない，使用者は販売価格を上げ
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たり，生産能率を高めたりして，利潤を維持し又高めさえするのである。しかし少くとも
若午の企業で，最賃規制の導入前には異常に利潤の高かった所では，利潤は減少するとい
わねばならないと共に，賃金規制は総体的な利潤を下げることにもなるであろう。
　元来会社（firm）や工場（industry）の賃金支払能力の見積りに於て，当座のぞ、して
将来の利潤水準というのは，屡々重要な役割を果してきた。即ち「資本への公正な報酬と
経営への報償」（“afair　return　on　capital　and　remuneration　to　management”）に
ついては既にふれたが，他の提唱されることのある基準というのは，会社や工場は「企業
を健全な状態に保つために」或は少くとも「生産を能率的に維持するために」　「留保や減
価償却への公正な配分」　（afair　allocation　to　reserves　ahd　depreciation）をする
ことができねばならぬということである。（Report　of　the　Committee　on　Fair　Wages，1．L．
0．，・p．cit．，p．104）賃増の経済的可能性の見地からすると，利潤水準の適当さを判定する二
つの主要点は，貯蓄と，私的企業への刺激としての利潤機能に関連している。
　　　　　　む　　　　　り　　　　　ゆ　　サ
利潤と貯蓄の供給
　もしヨリ高い賃金が利潤から支払われるのなら，蓄積は恐らく減るであろう。追加賃金
所得は十分に消費される様に期待されるかもしれない。実際賃金増加の全量に依って，労
働者の消費を伸ばすことこそ一般に最賃規定の目的であるのだ。これに対して利潤の減少
は，それを償う消費の減少よりも，高所得層の貯蓄縮少となることが多いであろう。
　低開発国で先ず必要なことは，貯蓄を増大することであると，一般に認められている。
しかしこれは価値を貯蓄から消費に移動することになる最賃規制を斤ける十分な理由とは
ならない。先ず人口の大部分の所得は極めて低いので，富者による貯著は大部分貧者によ
って消費される。このことはたとえば後者が，唯生活を維持するだけのために，時として
個人的自由を失い乍ら土地か財産を売る時とか，重い負債を負うときとかに表わされる。
そして重要な点は，「その様な取引は，私的な見地からは貯蓄や投資を含むけれども，国
家的見地からは富の集申における増加にすぎない」　（1．L．0．，・p．cit．，p．105）し，「社会的
には，それは何等純貯蓄や投資を表わさない」（op．cit）ということである。
　さらに利用できる貯蓄は，或程度ヨリ生産的方法に投資されるということもある。いく
つかの低開発国では，貯蓄のかなりの部分が，たとえば経費のかかり過ぎる公共事業や贅
沢な建物に浪費されたり，　（資本の所有主はこれまで馴れていない様な危険を含む長期投
資をすることを一般に嫌っていながら）外国へ流れたりしていることを，多くの人はみて
いる。とにかく資本の配置のまずい所では先ず生産的な流れに貯蓄を向けることである。
又貯蓄と投資への必要が，賃金をきめる場合に考慮さるべき要因として，はっきり認めら
れている・時でも，このことはすべての会社や工場が，自ら投資を賄いえねばならぬというこ
とをいみしない。それは借入れもできるものであるから，　「もし貯蓄の総量が必要投資量
に足りぬとしても，特定の会社や工場の賃金は，それらの会社や工場の利潤が，そこにお
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ける投資の必要を賄いえない様な水準にきめられうるのである」　（1．L．0．，・p．cit．p湘6）勿
論この場合は金融市場（金利を含めて）条件が有利に前提されねばならないが，いわゆる
支払能力論における，留保金の控除に当っての，自己金融論理とは異質のものである点に
注意を要しよう。
り　　り　　　　　　　　セ　　　　　　　　む
刺激としての利潤
　アジアの産業発展に果す私企業役割を認める限り，利潤は私企業の本質的な刺激である。
（op．cit．p，106）問題はこの刺激が認められるとして，「それ以下にはミ正常ミ利潤は下るこ
とを許されないミ危険水準ミ　（a“critical　level”）というものがあるか」　（op．cit．）と
いうことだが，これに関しては簡単に二つの点が指摘される。
　第一，一般的にいって，資本と工業企業の不足や社会的・政治的不安定という特殊な危
険の存在や，産業上の冒険を支持する様な発達した経済制度がないことなどのために，ア
ジア諸国では，長期投資資本吸引のために，差当り幾分高い利益（returns）が必要の様で
ある。信用便宜の供与，資本の追加供給，コミニュケイションの改善，広汎な補助産業の
確立などは経済発展の主要な特徴である。もしこの様な発展に成功し，社会的，政治的に
も安定すれば，工業企業吸引に必要な利潤率も大いに下り，賃金支払能力はそれにつれて
上昇することになろう。
　第二，経済発展を維持するのに必要な企業の新しい型の多くは，非常に大きく且つ長期
の危険と，極めて大きな長期の投資を含んでおり，その性質上私企業には魅力的でなく，
必要な利潤率に関する特別考慮に煩らわされず従って高賃金を支払いうる政府によって引
受けられねばならない。
　以上最低賃金をめぐる生産性，需要変動，雇用の動き，貿易収支，利潤の動向などを素
描してきたが，これらをまとめると次の様に言うことができよう。急速な経済の発展こそ
アジア諸国の経済政策の最も重要な目的であり，社会政策もこの目的を離れては殆んど考
えられない。（最低）賃金政策も当然経済発展に沿って計画されねばならぬが，この様な
関連性の目的は，元来賃金規制の目的が，生産，雇用，貿易収支やその他経済拡張に影響
する戦略要因の目的と両立しうるものであることを確かめることなのである。どこでも現
行の賃金型態と最賃政策の狙いとする型態との差が大きい程，右の経済発展と賃金政策の
調整が必要であるが，この必要は，たとえば主要産業の賃金費水準とか，労働者の生活水
準上昇の経済的可能性などを決定すべく選ばれる機構の型を決定する様な影響をもつであ
ろう。その他の機構選定要因は国によって異るが，経済発展計画の決定の性質や方法，現
在の経済構造と変化（生産の型式と雇用をもたらす），政府が経済的。社会的事柄に介入す
る程度，現行賃率と賃金政策目標との比率，各種利害関係者の有能且責任ある代表の活動
程度などである。もし賃金政策が団体交渉を発展させるつもりであれば，労使は正しく代
表されねばならない。
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　経済発展と所得一消費水準の関係を歴史的にみると，イギリスで産業革命の初期，実質
賃金と大衆消費（mass　consumption）の水準は低い儘であり，社会奉仕や社会的立法は
殆んど存在しなかった。そして統計はないが，所得の分配は極めて不平等であったと思わ
れる。しかし工業化（industrialisation）は多くの私有財産を生み出し，生産的投資に
必要な貯蓄を供給することになった。
　もう一つのケースは第1次五力年計画時代のソヴェト。ロシアの場合である。その間の
急速な資本形成は，主として国家計画を通じて消費財生産の直接的制限によって可能とな
り，この様にして解放された資源は公共投資に向けられたのである。
　第三の例は日本である。イギリスにおける様に，工業化の初期には実質賃金水準は低く
所得分配は甚しく不平等であった。しかし日本では政府が資本形成と経済発展の速度の音
頭をとり促進するのに，重要な役割を果した（cf．oP．cit，P．32）。
　この様にいくつかの産業化された国々で，経済力やメカニズムがどうあれ，急速な資本
形成の間に大衆消費が抑えられてきたのに対し，　「低開発国の今日の社会意識は，労働者
は経済発展の十分な分前に与るべきこと，そして彼等の生活標準は発展に沿ってできるだ
け早く改善さるべきことを要求している」（op．cit）点は基本的に歴史的なものとして認識
しておく必要がある。即ちこの新しい社会意識の命ずる所では，資本形成と経済発展のた
めの政策は，過去の多くの国々とは根本的に違わねばならない。経済発展が労働者の生活
水準向上に対する第一一のそして最大の貢献は，疑いもなくヨリ多い，且つヨリ生産的な，
雇用機会を準備することである。構造的失業除去の当行われる若干の実質的進歩の後にの
み，報酬率を実質的に上げることができるのである。ともかく，たとえば最賃規制によっ
て，現存する明らかな不平等や，労働の搾取を正す余地はあるのであり，このことはとく
に第二次大戦後アジア諸国における，政府イニシアティヴによる最賃規制の現実の示すと
ころである。
　勿論最：低賃金水準の決定に際して肝心の基準は，労働者の要求と経済的能力（workers’
needs　and　economic　feasibility）であるが，どちらも絶対的基準ではない。アジア諸
国では，現在の労働者の生活水準と，その要求のかなり低い見積りの間でも，極めて大き
な開きがあり，これはすぐには埋らないのであって，徐々に確実に縮める他はない。同様
に経済的能力についても，労働者の要求を考えれば，生活水準改善のために，少くとも最
も緊急な要求を満たす様に，経済発展率を調整しなければならないのである。このバラン
スは異なる賃金水準によって予想される経済的帰趨の評価に依存する。即ち価格，雇用，生
産，貿易収支，貯蓄，投資及びその他相関的要因への影響と，経済発展計画の基本目的に
対する終局的効果などである。
　しかし又このことは，たとえ賛成者はあっても統一的賃金（uniform　wage）が全産業
の全労働者にすぐに設定されねばならぬことをいみしない。経済の各部門での賃金支払能
力の大きな格差を考えると，統一最賃は極めて低い水準にきめられねばならぬであろうし，
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そうでなくてもし高水準にきまれば，経済は大きく破壊されて，それを実施不能にするで
あろう。だから少くとも初期には，広汎な賃金所得層（たとえば農業，村落工業，プラン
テーション，製造業，運送及び政府企業の従業者）に対して，異った最低賃金率がきめら
れるべきであろう。そして経済の発展によりヨリ能率的配分が達成されれば，各企業の支
払能力は殆んど等しくなるだろうし，各産業に設定された最低賃金もヨリ統一的になりう
るのである。従って定期的に最賃を，生計費の変動，労働生産性の向上，経済発展の一般
的進歩などの条件変化に応じて再検討するのは大切なことである。
　又賃金格差に関しては，最低賃金で熟練に基く格差を規定すべきかどうか疑問である。
けだしその技術的作業だけで少くとも本来の最賃の施行を遅延させるであるうから。又性
別格差に関しては，最賃ですぐにそれを排除することは難しいが，結局は徐々に除いてゆ
かねばならぬであろう。
　世界市場に原料を供給する産業では特殊な問題がある。これらの市場では競争はほとん
ど完全であるからどの国でも単独で賃金コストを上げるわけにはいかない。これは同じ物
を輸出している国が同時に関連産業に最賃を設ければいくらか軽減されよう。又第一次生
産物価格の頻繁且つ甚しい変動は，さらに問題を生じる。従って合理的な平均販売価格に
基き，短期間の価格の上昇下落にかかわらぬ一定の最低賃金をきめることが望ましいわけ
である。
五経済発展と利潤分配
　利潤分配（profit－sharing）乃至利潤に基く割増の提供（the　award　of　bonuses　ba・
sed　on　profits）は支払能力論に関係すると共に，経済発展に伴う労働者所得の向上手段
としてとなえられることがある。たとえば多くのラテンアメリカ諸国では，労働者は利潤
の分配に対して法的権利を有し，1947年以来インド政府は，広く産業に適用しうる一般的
な利潤分配制を法定して実現する様考慮したといわれる。　（1．L。0．，OP．cit．P，120）インドに
ついては尚後述するとして，こ’こで利潤分配制に伴う一般的問題をみておく必要があろう。
たとえば①利潤分配の性質（恩恵的鶴ノグ舜支払か，歯種の権利なのか）②利潤分配の
原理からは，労働者は損失にも分与すべきかという問題，③労働者間の連帯性は弱体化し，
労働組合め成長は妨げられはしないか，④労働者が独立と移動の役割を失う危険，⑤賃金
労働者の全所得の変動等々であるが，ここでは次の二点に注目しよう。
　（1）まず労働者をして経済進歩の利益に与らしめる手段としては，利潤分配は梢恣意的
やり方の機能をもつ様である。能率や生産の向上も，それが価格低下をもたらさず，とく
に賃金上昇が極めて遅い場合には，或程度高利潤として表われよう。その限り利潤分配は，
労働者の所得と国民所得の上昇に，急速且つ自動的に合わせるという利点を有する。しか
し経済的進歩は，全産業で同じ様に利潤を上げるものではない。公企業や一般の政府サー
ビス関係では，それらの事業やサービスが利潤を目的としていないから，利潤は決して上
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らないのである。又競争のはげしい産業では，競争が不完全か，存在しないものよりは利
潤の上昇は少い。（2）さらに利潤というものは，外国需要の変動の如き偶然的要因によるこ
とも大きいのであって，一方の産業の有利は，他の不利となるのである。従って経済発展
の大部分の利益が，利潤分配制によって賃金労働者間に分配されるとしても，特定グルー
プへの増加部分は，全くの偶然によることが多いのである。そこで「もし利潤分配が，経
済発展の果実を分配する一手段として受入れられるべきならば，少くとも固有の賃金（w－
ages　proper）上昇によって，賃金労働者の所得を，確実にヨリー般的且つ等しく上げる
様な手段を以て補わねばならない」（・p．cit．，p．120）ということは基本的に重要なことであ
ると共に，さらに一歩進めて固有の賃金上昇こそ本来的なもので，利潤分配は補充手段で
あるというべきであろう。・
　インドでは利潤分配に対して，別に二つ反対が出た。第一は，1949年に，相当数の労働
者に現金で利潤割増として分配された場合，ありうべきインフレ効果について関心を惹い
たといわれる。第ごに，いくつかのインドの省で，提唱された広範囲の利潤分配制の内容
を検討した際，現在の経済条件の下では，利潤を労働者に分ち合うことは，資本の不合理
的な分配となり，政府の産業計画を妨げ，インドの産業へ新しい土着資本や外国資本を投
資する意欲を殺ぐであろうと強く感じたと報ぜられている。　（op．cit．，p．121）以上インフ
レ効果や資本の不合理的分配という両反対要因は，利潤分配に限らず，利潤の控除によっ
て労働者所得を増大させようとするいかなる努力にもあてはまるのである。第一の所得再
分配のインフレ効果については，本質的に困難は，賃金労働者の所得が上昇するというこ
とではなく，平均して賃金労働者は，高所得層よりも（貯蓄するとしても）貯蓄はヨリ少
いということにある。この閥題は労働者がヨリ多く貯蓄する様になれば解決されようし，
その様な解決は実のところ社会的にもかなり重要にみえる。もし賃金が，社会の私的貯蓄
率を維持するか上げるために，当分低い脛であれば，所得分配上の現在の不均衡は減少し
ないであろうし，むしろ悪化するであろう。もし私的な貯蓄や資本形成が富裕階級に限ら
れるとすれば，人口の比較的少部分の手に財産はますます集中されようとし，私的資本は
私的所得の主要源泉の一つであるから，所得の一層の集中への傾向も生じるであろう。そ
の様な発展も経済進歩の為には必要でもあろうが，社会的向上の見地からは決して満足な
ものとは考えられない。
　「インド利潤分配委員会」は，広範囲の利潤分配制の提唱に当り，労働への分前の部分
は，現金で与えなくてはならず，倹約資金か他のものとして労働者の勘定に記入されるべ
きことを提案した。（Government　of　India，　Ministry　of　Industry　and　Supply：pθρδ7’げ
伽co〃z〃2観θθo％p70プf’．翫α珈8，1948；1．L．o．，・p．cit．，p．121）又1949年6月インド政府は，
利潤割増に関する産業紛争裁定の際，産業法廷に権限を与える法令を出して，割増部分は
一定の条件の下で，「郵便局国民貯蓄証書」（Post　Office　Nati・nal　Savings　Certificates）
の形で支払われるよう指令した働4％s〃ゴα11物σ74s　f％血4’召；1．LO．，・P．cit．，P．122）が，
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この様な実例は，少くとも原理上は，労働者の貯蓄上昇と同時に，利潤から賃金への移動
によるインフレ圧力を，妥当な範囲に制限することは不可能でないことを表わしている。
即ち労働者は現在必要な消費財に対してではなく将来の生産的富への請求権を受けるわけ
であり，たとえば労働者住宅建設計画によって建てられた適当な住いを買う目的で，幾年
かの後貯蓄証書を売ることができる。この様にして労働者の所得からの消費は，或程度消
費財の利用可能量に対して規制し調整されるけれども，この所得を当座の消費財に必ずし
も限定する必要はないであろう。その敏な調整は，正規の賃金部分の「凍結」によるより
も，年度利潤割増に適用されるなら，恐らくは操作し易いという事実は，利潤分配有利論
として認められるであろう。しかし利潤分配には，利潤自体の正常な発生と算定が前提で
あり，さらには固有の賃金水準の上昇こそが基本的なものであることは，今日の付加価値
配分における，分配率の問題観点からも明らかであり，profit　bonusが文字通り「賞与」
としてのものならば，又別に特別加給乃至臨時給の問題としても考えられるべく，日本に
於て漸くその様な考え方を容れる現実がみえてきたとはいうものの，大部分のアジア諸国
では（日本でも尚）未だ基本給確立が先決問題であるといえよう。そこで続いて固有の賃
金の構造をみておく必要がある。
六　賃金構造と経済発展
　ミ賃金構造ミ　（“wage　structure”）という言葉は，一方では職業，賃金労働者のタイ
プ，会社，産業や地域間の賃金格差の様式（patterll　of　wage　differentials）をいい，
他方では賃金収入（wage　earnings）の各種成分（components）を指す。日本流にいえ
ば前者は年令別，性別，学歴別に賃金が違ったり，職種別に違ったりすることであり（大
きく言えば属人給と仕事給になろう），後者は基準内と基準外とか，基本給と諸手当，時
間給と出来高給）などの，いわゆる賃金支払形態に関することになる。とれらの賃金構造
は，一般的賃金と同様に，賃金政策基準の重要な目的である。
　一般に賃金格差は，労働や他の経済資源配分の見地から，或いは賃金が，たとえば，
「同一一労働同一賃金」（equal　pay　for　equal　work）ないし「異種作業形式毎に公平な賃
金格差を」　（equitable　wage　differentials　for　different　types　of　work）という
世間並の標準に従っており又はいない限り，社会的正義の見地から重要なことである。こ
れに対して賃金収入の各種の構成部分は，個々の労働者にとって，彼が正規の任務を遂行
する方法に関して，刺激手段として重要である。（・p．cit．，p．122）
　一般に地域間乃至産業間の大きな賃金格差は，低賃金地域や産業が，基礎的経済条件に
よって，認められた以上に，ヨリ多い資本と企業を誘引する傾向がある以上，一国の生産
型式をゆがめる効果をもつといわれている。たとえばアジア諸国における農工格差は，工
業化を妨げ，農業生産偏行が続かざるをえなくする。もう少し一般的には，生き残らんが
為に例外的な低賃金に依存せねばならぬ企業は，存在の権利をもたぬともいわれてきたの
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である。この点は支払能力差の問題ともなり，経済成長に関連して既に触れたところであ
るが，これに対して熟練に基く格差は，一方では有能な労働者をして職業上の熟練を向上
させる様刺激し，他方では一般に高い生産性に因り，その勤務を最も良く利用することの
できる会社や産業に，熟練労働を配分するという目的に役立つのである。多くの場合市場
の力が熟練に基く賃金格差を適当に決定し，且つこの点で賃金政策の特別手段は’直接に必
要ではないと考えられている。たとえば裁定法令や最賃規定かでその様な格差が設定され
るか意味されている場合は，特定の熟練の相対的稀少性と一致する賃金格差をきめる必要
についそは，正しい認識が必要である。これは今日世界的に唱導されている職務給原理を
暗示するものと思われるが，とくにアジア諸国における熟練度別格差については，賃金水
　　　　　　　　　　（註1）
準の絶対的高さの，一定限度の保障が根本問題であることは，日本の現実に照して既に明
らかなところであろう。
　　　　　　　　（注2）
　　（注1）1・L．0ではJob　Evaluation，1960を刊行して，世界的な観点から検討している（日本労
　　　働協会訳「職務評価と賃金管理」昭36）。
　　（注2）川崎文治稿「わが国における技術革新と賃金論の新課題」一アジア賃金問題研究の1一
　　　　（東南アジア研究所「研究年報」第二集）参照℃
　ところで熟練格差の目的としての刺激性は換言すれば熟練に基く業績払い制　（systems
of　payment　by　results）の中にも表われる。熟練を資格ないし職務要件（jop　qualific・
ation）とすれば，業績払はその発揮度の問題となる。この様にして刺激賃金制度は，生
産性（とくに工業における）向上に重要な役割を果すものである。アジア諸国では，工場，’
設備や原料利用の改善上かなりの余地があることはたしかである。
その様な稀少資源の利用度向上は，消費制限せずに獲得された新資源形成と同様の経済的
効果をもっている。稀少資源利用改善に役立つ報償制度の中で，最も重要なものは次の通
りである。　（op．cit．，pp．123－124）
．（1）資本の使用上直接の節約となるもの。即ち道具やその他の設備を使用上注意を払う
ことへの割増（bonnse＄），原料節約へのプレミアムの如きであり，そのための技術は大
抵の工業国では発達していて，以上の事柄についての技術的援助はたしかに有益であろう。
　（2）利用可能な資本の一層強度な利用をもたらすもの。この目的達成の明瞭な手段は，
業績払制の導入である。ここでも又工業諸国の経験に基く技術的援助は有益であろう。
　刺激賃金制の導入は，正規の賃金政策の範囲をいささかはみ出すが，裁定や法令で賃金
をきめる場合，政府やその他の機関は現存の報償制度の機能に関して正しい認識をもたね
ばならぬ。たとえば実質的な一律生計費手当（flat・rate　cost－of－living　allowances）が
業績払制の刺激効果をかなりあいまいにしたことがあるのである。
　業績払制がアジア諸国で成功した例も多い。たとえばセイロンでは出来高給（piece・w・
ork）が多年茶やゴムの栽培やある岸壁作業に広く適用され，インドでは業績払制が織物
工業や若干の鉱山や金物職で行われ，小規模には建築や衣服業にも適用された。パキスタ
100
ンでは出来高給がある鉄道工場や全鉱業（地下クローム採掘者を除く）にみられる。これ
らの三国からは生産性と生産高にかなりの効果があったことが報ぜられている。（1．L．0．，
Payment　by　Results，1951；op．cit．，p．124）インド政府の要請で，インドの織物工業と機械工
業で働いている1．L．0の技術援助団（technical　assistance　mission）は，近代的作業研
究（work　study）や工場管理（plant　organisation）の技術の適用により，’且つうまく
ゆけば，適切な業績払制の導入によって，いかに生産性や収入が増したかを示したのであ
る。
　しかし又労働者が，努力や生産を増して，ヨリ高い金銭的報酬に応じる気持を殆んど示
さなかった場合もみられる。、もしヨリ困難な作業への報酬としての高い支払いが，高度な
労働移動となるならば，それは不利なことでもある。アジアの賃金労働者のかなりな数は
パートタイム労働者であり，彼等は家族の最低の必要と自分の狭い土地からの収入とのギ
ャップを埋めるために，資金を求めて雇われるのであり，このギャップ．が埋められるや否
や，村へかえるのである。この様なこともあるので，報酬制度の決定に当っては，慎重な
検討を要するのである。
　さらにアジア諸国の業績払制適用に関しては，根本的な留意点がある。即ち先に利潤分
配制のときに注意された様に，固有の賃金が先決で，利潤分配はこれを補うものであるが，
ここで固有の賃金について，それがとくに低賃金水準のままで能率給原理を導入すること
には，十二分の注意が肝要である。というよりも，一定の生活水準を確保する賃金水準の
構造としては，能率給的変動性は原理的には警戒すべきであり，それらの水準達成の上で
能率給なり業績給原理が働く様にしなければいけないのである。ここに最低賃金水準がそ
の法制的力を以て先ず整えられる必要が生れると共に，その水準の上下をめぐり，又構造
をめぐって労使の対策交渉が育成さるべく，現実にはアジア諸国で，　（日本に於て明らか
な様に）標準の生活水準以下で能率給構造の存在することも考えられる以上，とくにアジ
ア諸国における労使聞の自主交渉による又それを促進する限りでの政府による，最低賃金
政策の重要性をみるべきであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　1961．8．31
